
事業概要 【都立学校における生成AIの活用】

自治体名 東京都 人口 14,109,648人
（R5.12.1現在） 事業費 169,408千円

事業概要

文部科学省「初等中等教育段階における生成AIの利用に関する暫定的なガイドライン」（令和５年７月４日付）により、子供
たちには将来にわたり生成AI等新しい技術を積極的に使いこなそうとする姿勢や情報活用能力の１つとして、生成AIの特性や危険
性を理解した上で、自身の判断で学習に役立てていく力を育成する必要性が示されており、都としても課題と捉えている。
東京都教育委員会では、都立学校生の情報活用能力の育成に向けた学校の取組をより一層充実させるため、授業等で活用でき
る安全な生成AI利用サービスを構築し、全都立学校生徒及び教職員の利用に向けた環境整備を提供するとともに、活用の促進を
図るものとする。

具体
サービス

【都立校生向け生成AI（専用領域）】
（特徴）
①ChatGPT3.5または4.0以上の機能を有する
②入力されたデータは再学習に利用されない
③通信は暗号化され、第三者から盗聴できない
④利用実態に合わせて細かなチューニングが可能

（生成ＡＩメニュー）
利用者の目的に応じて次の２種類のメニューを搭載
①標準メニュー
特定の目的に特化しない標準的なシステムプロンプトを用いて
構築し、利用者がプロンプト入力を行いながら汎用的に使用
②専用メニュー
利用者が問題回答指導や英会話指導等使用目的によって
複数種類のメニューの中から使い分け、教育的価値の高い回
答を得るために使用

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
生成AIサービスの利用者数及び各メニューの利用回数 等

【アウトカム指標（成果指標）】
生成AIサービスを活用したことによる情報活用満足度の向上 等



事業概要 【「待たない、書かない、キャッシュレス」の窓口実現】

自治体名 東京都 人口 14,110,733人 事業費 153,635千円

事業概要

東京都は、行政手続のデジタル化に加えて、都民と都庁の身近な接点である窓口も便利で快適に改善していくこ
ととしている。現在、窓口予約の受付方法が主に電話等になっていることや、住民のキャッシュレス利用意向が高
まっているにもかかわらず支払い手段が現金のみとなっていうことを改善するため、デジタルツールを活用しながら都の
全窓口のサービス改善に向けた取組を進めている。

具体
サービス

便利で快適な窓口実現に向け、全庁統一のデジタ
ルツールを導入し、サービス改善に取り組む。

 スマホやPCから、いつでも窓口を予約できるオンラ
イン予約システムを導入する

 都の手続きで支払いが生じる全ての窓口*に、
キャッシュレス端末を配備する
*国の収入印紙を取り扱う窓口や一括で運営を委託し
ている施設等は除く

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン予約システムの利用率
②キャッシュレス決済の利用率
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口予約システム利便性評価
②窓口ユーザーレビュー
③

システム等の導入イメージ

自分のスマホ・PCから
都合のいい時に予約

予約日の前にリマインド
メールが届く

来庁後はお待たせするこ
となくご案内

手数料はキャッシュレスで
簡単に決済



事業概要 【千代田区総合防災情報システム構築】

自治体名 東京都千代田区 人口 68,801人 事業費 100,493千円

事業概要

災害発生時に収集される膨大な情報を一元的に集約・管理し、災害対策本部の意思決定や情報発信を支援
する「千代田区総合防災情報システム」（防災ポータルサイト、防災アプリを含む）を構築する。
これにより、現在紙や無線のやり取りに依存している職員間の情報伝達等を効率化するとともに、区民等に向けた
情報発信をスムーズに行う。

具体
サービス

【防災情報システム】〈区の災害対応力強化〉
• 災害情報をシステムに入力・管理することで、GIS上に表示し全職員

に共有する。情報を俯瞰的に把握・整理・分析し、業務の効率化に
つなげる。

• 職員同士で情報共有し、対応状況等の進捗管理を行う。
• 備蓄物資管理機能により備蓄倉庫・物資を適切に管理し、災害発

生時に住民などに円滑に物資供給を行う。
• 新たに大画面モニターを導入し、システムの内容を表示することで、各

班への情報共有を迅速化する。

【防災ポータルサイト・防災アプリ】 〈情報発信力強化〉
• 防災情報システムと連携した防災ポータルサイト、アプリを新設し、シ

ステムで登録した情報（災害情報や避難情報、避難所の場所
等）をリアルタイムで公開する。アプリによるプッシュ通知も行う。

• 本サイトやアプリを見れば、本区の災害情報を網羅できるように、気
象・河川・ライフライン・公共機関情報を掲載し、見る側の立場に寄り
添った、分かりやすいつくりとする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①防災ポータルサイトの閲覧件数
②防災アプリのダウンロード件数
③本システムを活用した訓練実施数

【アウトカム指標（成果指標）】
①訓練習熟率
②業務所要時間の短縮
③防災ポータルサイト・防災アプリ利用者満足度

千代田区総合防災情報システム



事業概要 【校務支援クラウドサービスの導入】

自治体名 東京都千代田区 人口 68,801人 事業費 63, 632千円

事業概要
千代田区の地域リソース、教育リソースを活用し、学校を中心としたスクールコミュニティ活動のICTプラットフォームと
して活用できる校務支援クラウドを導入し、校内での生徒の様子や家庭での状況を把握し、生徒、教職員、保護
者、地域が連携して、生徒対応の充実と教育の質の向上を図る。

具体
サービス

【校務支援クラウドサービス】
生徒1人ひとりの日々の活動を一元管理することで、
多種多様な情報を統合的に活用できる。
生徒の状況を把握し、保護者、地域と密接にかかわ
ることで、安心して充実した学校生活を過ごせるように
地域全体で教育の質を向上させる。
教育関係者のデジタルスキルを向上することで、校務
事務作業の負担を軽減して、生徒と向き合う時間を
創出し個別最適な学びを支援する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①学校からのデジタル情報の投稿数（利用件数）
②生徒に向き合う時間数（教職員 1月当たり時
間）

【アウトカム指標（成果指標）】
①生徒 サービスの充実度評価
②保護者 サービスの充実度評価
③教職員 生徒と向き合う時間の充実度評価

全体イメージ

 家 庭
（保護者・生徒）

 地 域
（民間・NPO、大学）

学校・教育委員会

校務支援クラウドサービス



自治体名 東京都中央区 人口 176,742人 事業費 11,002千円

事業概要 日常的にSNSを利用する若年層に加えて、対面・電話による相談に抵抗のある方などが気軽に相談できるよう、
SNSを経由したインターネット上のチャット相談窓口を開設する

具体
サービス

【SNS相談】
・SNSを活用し、セキュリティの高い専用の相談フォー
ム上でチャット相談を行う
・SNSは、専用の相談フォームへ遷移する入口として
使用するほか、相談周知の手段としても活用する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①SNS相談の利用累計件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①SNS相談利用者の満足度

事業概要 【SNS相談】

各種対応
窓口案内相談継続解決

利用者

SNS

専用相談フォーム

専門相談員（PC）
チ
ャ
ッ
ト
相
談

SNS

利用者

チ
ャ
ッ
ト
相
談



自治体名 東京都中央区 人口 176,742人 事業費 9,475千円

事業概要 一時預かり保育、緊急保育、トワイライトステイについて、利用者がスマートフォンやPCから空き状況の確認、利用
予約等が行えるシステムを導入する

具体
サービス

【一時預かり保育などにおけるオンライン予約システム
の導入】
・一時預かり保育、緊急保育、トワイライトステイにつ
いて、利用者がスマートフォンやPCから空き状況の確
認、利用予約等が行えるシステムを導入する

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①WEB予約システムの利用累計件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①WEB予約システムの利用満足度

事業概要 【一時預かり保育などにおけるオンライン予約システムの導入】

利用者(アカウント登録後)

WEB予約システム

施設の空き状況確認、予約



自治体名 東京都中央区 人口 176,742人 事業費 8,534千円

事業概要
現在、区立(公設公営)保育園において運用している保育園管理システム及び保護者連絡ツールを一元化し、新
たに連絡帳機能等を備えたシステムを導入することで、保護者の利便性向上や職員の負担軽減による保育の質
の向上を図る

具体
サービス

【保育園ICTシステムの導入(コドモンの予定)】
・区立(公設公営)保育園において、システム(アプリ)
による登降園管理機能や帳票管理機能、保護者連
絡機能などを利用できるシステムを導入
・システム(アプリ)を導入することで、従来のやりとりが
アプリ上で可能になり、保護者は場所や時間を選ば
ず、情報の提出・確認ができる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリの累計ダウンロード件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①紙媒体の連絡カード等の利用率の減少
②利用者満足度の向上

事業概要 【保育園ICTシステムの導入及び運用保守委託事業】

保護者

区立(公設公営)保育園

システム(アプリ)を通じてやりとりが可能

区
保育園ICTシステム(コドモンの予定)



事業概要 【AI児童虐待・児童相談対応支援システムの導入】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 21,393千円

事業概要
・児童相談所におけるケース対応（主に訪問・面接）をAI機能を使った一時保護やアセスメントの補助を参考に、
迅速な情報共有をし、児童の安全を確保する。

具体
サービス

【AI児童相談・相談支援システム】
• 訪問時に、所内との情報共有を図ることで、経験
値の浅い職員でも、所内からのアドバイスを受け
児童や保護者へより良い支援、指導を提案でき
る。

• 一時保護等の対応状況の報告がリアルタイムで
行えるため、児童の安全確保までの時間が短くな
る。

• セーフティアセスを利用し、一時保護の判断の材
料にしたり、調査不足部分を明確にすることがで
きる。

• 法律や、サービス内容を視覚的に対象者に示す。
• 記録時間を削減し、その分1ケースでも多くの対
応ができるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 面接、訪問時のタブレット端末使用回数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 援助方針決定件数



事業概要 【通話音声テキスト化・モニタリングシステムの導入】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 13,844千円

事業概要

港区では、児童虐待やＤＶ、子育てへの不安や悩みに関する様々な相談が年々増加しています。職員は、相談
内容を丁寧に聞き取り、その対応全ての経過記録を作成しており、多くの時間を要していることに加え、電話対応
では、知識や経験にかかわらず、即時に相談者に対して適切な助言や支援サービスの案内につなげることが求めら
れ、デジタル技術を活用し、業務効率化や職員の相談対応力、組織対応力の向上を図るため導入します。

具体
サービス

①相談者との通話のやり取りを高い認識率でテ
キスト化及び要約する機能

②通話のやり取りをスーパーバイザーと共有す
る機能

③相談者に対して適切な回答をアナウンスする
ための支援機能

④事前に登録した注意ワードに応じたアラート
や区独自の関連マニュアルを自動表示する機
能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①通話書き起こし時間の削減
②アラート表示の自動表示数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入の満足度
②要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議開
催数



事業概要 【学童クラブ児童見守りシステムの拡充】

自治体名 東京都港区 人口 266,529人 事業費 68,165千円

事業概要

港区は平成28年度から「学童クラブ児童見守りシステム」を運用している。
これまでは児童の入退室状況の把握が中心だった機能を拡充し、電話や紙ベースで行っていた施設と保護者間の
情報共有をクラウドサービス上で行うほか、利用している児童の入退室状況を集約して情報共有を図る設備を導
入する。システムの拡充により、児童の安全確保以外にも施設・保護者双方の負担の軽減を図り、業務効率化に
よって捻出した時間を活用し、学童クラブ運営の質の向上を図る。

具体
サービス

 入退室管理機能：児童の欠席や遅刻の連絡
は保護者から電話を受ける手段しかなかったが、
アプリから連絡をすることで、欠席や遅刻の状況が
入退室管理簿に自動で反映される。

 連絡・お知らせ機能：電話や紙ベースでやりとり
していた連絡を「連絡ノート」機能により、アプリを
通じて施設と保護者が双方向で連絡し合うことが
できる。施設の全体連絡やイベント情報等も配
信可能となる。

 情報共有の強化：児童の帰宅時間等をシステ
ム上で可視化し、職員及び児童が学童クラブ室
等で大型ディスプレイで確認できるようにし、情報
を集約・共有することができる。

 より正確に入退室情報を記録できるよう、児童に
配布したICタグを読み取るゲートを適正な設置
場所に配備する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①連絡ノート機能の利用比率
②おくりだしボード情報共有回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設職員によるサービスの期待値・満足度
②保護者によるサービス満足度
③施設職員と児童と向き合う時間の確保



事業概要 【保育業務支援システムの導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 17,633千円

事業概要

新宿区では、保護者と保育園との連絡手段には紙媒体や電話を使用しており、保護者にとって負担となっている。
そこで、保育業務支援システムを導入することで、保護者からの欠席・遅刻などの連絡や園からの配付物など保護
者との連絡に加え、登降園管理や各種帳票の電子化を進めることで、保護者の利便性の向上を図るとともに、保
育士が保育に専念できる環境を整備することで、保育サービスの充実を図る。

具体
サービス

【保育業務支援システムの導入】
保育業務支援システムを導入し、下記の主なサー
ビスを保護者及び職員が利活用する。
・保護者との連絡
欠席・遅刻等の連絡やお便りの配信、緊急連絡等
のデジタル化
・登降園管理
画面タッチやQRコード読取等による登降園時間の
自動記録、在園児管理のデジタル化
・帳票等
連絡帳や指導計画等の各種帳票のデジタル化
・健康管理
午睡チェックやトイレチェック、身体測定の記録のデ
ジタル化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリの利用率
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アプリ利用者の満足度
②
③

保育園保護者
施設利用

保育業務支援
システム

＜サービスイメージ＞

登降園情報や連絡
帳等の情報登録

登降園情報や連絡
帳等の情報確認

連絡帳やお便
り等の園情報

の配信

連絡帳等
の園情報
の受信



事業概要 【地域センターにおける施設予約受付システムの導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 47,230千円

事業概要

既存の施設予約受付システムのサポートが終了することから、新たな施設予約受付システムを導入する。新シス
テムでは、既存のシステムでも利用可能であったインターネットを通じた施設の空き状況の確認や利用予約の機能
に加え、パソコン、スマートフォン等に最適化した画面、音声読み上げ機能、利用枠の抽選機能などを追加し、障
害や年齢に関係なく誰もが施設の利用がしやすい環境を整備し、貸出施設の利用機会の向上を図ることで、区民
相互の交流を通じて地域における区民のふれあいを進めるとともに連携意識を形成しつつ、地域コミュニティの活性
化を推進する。そのことにより、希薄化する地域住民同士のつながりを強化し、すべての住民がいきいきと暮らし続け
られるまちを形成していく。

具体
サービス

【施設予約受付システムの導入】
施設予約受付システムを導入し、下記の主なサー
ビスを利用希望者及び職員が利活用する。

・施設の利用予約
施設利用予約のデジタル化
・施設の空き状況の確認
施設の空き状況をインターネット上で公開
・利用枠の抽選機能【追加機能】
利用抽選手続のデジタル化

そのほか、継続性に優れるクラウドサービス型のシステ
ムを導入することで、OSやブラウザへの対応が容易と
なり、長期間にわたりシステム利用が可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設予約受付システムからの予約件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用申請・抽選サービスの満足度

区有施設利用
希望者 施設利用

施設予約受付
システム

＜サービスイメージ＞

・空き状況の確認
・施設利用予約

・施設の空き情報の提供
・利用予約の受付



事業概要 【区立図書館における電子書籍の導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 13,290千円

事業概要 区立図書館に電子書籍を導入することで、非来館型のサービスの提供を行うとともに、音声読み上げや文字の
拡大等により文字を読むことに困難を抱える方への対応など、図書館利用における区民サービスの向上を図る。

具体
サービス

【区立図書館における電子書籍の導入】
パソコンやスマートフォン、タブレットなどの端末を利用し、
インターネット上で読める本や雑誌の貸出サービスを導
入する。
●電子書籍や雑誌の貸出・閲覧等の機能
いつでも、どこでもインターネットの環境があれば、
検索・貸出・閲覧・返却が可能
●音声読み上げや文字の拡大等の閲覧補助機能
高齢者や障害者の方など文字を読むことが困難な
人に対しても読書の機会を提供することが可能
●ラインマーカーや音声ガイド等の学習補助機能
マーカーの使用等、参考書や資格問題集などの
コンテンツを提供でき、学習機会の提供が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子書籍貸出数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①電子図書館利用者満足度アンケート
②
③

新宿区立図書館

新宿区
電子図書館

（Webサイト）

図書館利用登録者
（区内在住・在学・在勤）

ログイン 貸出・閲覧等

管理・運用
データセンター

連携

アクセス権
の購入



＜サービスイメージ＞

区
（保育園等）利用者

③一時保育利用

一時保育
システム

①空き状況の検
索・利用申込等 ②利用申込

状況の確認

銀行・コンビニ・
指定納付受託者等

⑤支払
⑥入金

④請求

事業概要 【一時保育システムの導入】

自治体名 東京都新宿区 人口 349,376人 事業費 7,301千円

事業概要

区立保育園・子ども園の一時保育の利用にあたっては、各園に電話等で空き状況の確認や事前に来園のうえ利
用申込をする必要があることから、一時保育システムを導入し、オンラインで複数の園の最新の空き状況の確認や
利用申込等を可能とすることに加え、保育料のキャッシュレス決済等への対応を行い、一時保育をより使いやすいも
のとしていく。

具体
サービス

【一時保育システムの導入】

・園情報の検索機能
オンラインで利用可能な園や日程を確認することが
可能

・オンライン申込機能
利用登録申請や登録にあたっての面接予約、利用
申込について、オンラインで行うことが可能

・保育料のキャッシュレス決済等への対応
PayPayやLINEpayなどのコード決済やコンビニでの
支払いに対応

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①一時保育の利用申込件数のうち一時保育システ
ムを 利用して申込みをした件数の割合
②キャッシュレス決済等による保育料の支払割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①一時保育システムで利用申込をした利用者の満足度
②保育料のキャッシュレス決済等を利用した利用者の満足度



事業概要 【図書館ICタグシステム導入事業】

自治体名 東京都文京区 人口 232,319人 事業費 117,960千円

事業概要

図書館資料にICタグを貼付し、自動貸出機や自動返却機、予約資料の受取棚等を設置することにより、貸出利
用のセルフ化を図り、利用者のプライバシーに一層配慮するとともに、より便利で快適に利用できるサービスを提供す
る。また、業務の省力・効率化や省スペース化を実現することで、レファレンス業務等の充実やスペースの有効活用
を行い、利用者が多様な学習活動をすることができる環境づくりを進め、「学びの拠点」としての機能向上を図る。

具体
サービス

【セルフ貸出サービス】
自動貸出機を設置し、利用者自身が簡易に貸出手
続きを行うことで、利用者のプライバシー保護に一層
配慮するとともに、利便性の向上を図る。
【セルフ予約受取サービス】
予約した資料の照会機を設置し、受取から貸出まで
を利用者自身が行うことで、迅速化を図る。
【セキュリティゲートによる管理】
セキュリティゲートの設置により、館内資料のより適切
な管理を行い、併せて書庫内の貴重資料等の開架
を進める。また、入館者数をカウントすることで館内の
利用状況を把握・分析し、サービス向上を図る。
【不明資料の探索・蔵書点検の効率化】
ハンディ機器の使用により、誤排架資料を探索して蔵
書管理の正確性を高めるとともに、蔵書点検作業を
効率化して、作業時間の短縮を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①自動貸出機による貸出点数
②蔵書点検作業の削減量
③レファレンス件数の増加率

【アウトカム指標（成果指標）】
①新規利用登録者増加率
②IC機器導入による利用者満足度
③図書館資料の不正持ち出し発生数



事業概要 【AIチャットボット導入による住民サービスの向上】

自治体名 東京都文京区 人口 232,319人 事業費 1,870千円

事業概要

区民等からの問い合わせに対し、あらかじめ登録したＦＡＱベースの回答情報を提示する「ＡＩチャットボット」を
導入し、24時間365日、いつでも問い合わせができる環境を整備する。
この環境整備により、平日日中の開庁時間中に区へ問い合わせが困難な就労者等が、時間や場所と問わず、
知りたい情報を入手できるようにする。

具体
サービス

【AIチャットボット「サポートチャットボット」】
• ＡＩチャットボットをLGWAN回線及びインター
ネット回線の両方で利用が可能であり、カテゴリ
選択や自由入力などの方法を選択して問い合わ
せをすることができる。

• また、一般的な用語をテキスト解析した類義語
データベースを備えており、言葉なゆらぎや表記ゆ
れなどをＡＩチャットボットが置き換え、多様な問
い合わせに適切な回答を表示する。

※24時間365日、いつでも問い合わせに対応

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①問い合わせ解決率



事業概要 【オンライン手続きの拡充による住民サービスの向上】

自治体名 東京都文京区 人口 232,319人 事業費 743千円

事業概要

行政手続きのため、仕事や余暇の時間を削って自治体窓口を訪れたり、手書きの作成で非常に手間がかかって
いた住民や事業者に対し、パソコンやスマートフォン等による電子申請ができる仕組みを提供しているが、新たにマイ
ナンバーカードによる本人確認をするための拡充を行い、多くの手続きのデジタル完結を推進し、住民サービスの向
上を図るものである。

具体
サービス

【電子申請システム「LoGoフォーム」】
株式会社トラストバンク社が「LGWAN-ASPサービ
ス」として提供している自治体職員が電子申請や申
込予約、アンケートなどのフォームを作成・集計し、一
元管理できる自治体専用の「ノーコード電子申請シ
ステム」。

〔拡充する機能〕
マイナンバーカードを用いた厳格な本人確認が必要
な行政手続きのオンライン化を推進するため、マイナン
バーカードの署名用電子証明書を用いた電子署名
（公的個人認証）を実施する機能を拡充する。ま
た、券面読み取り機能により、基本 4 情報を自動入
力する機能もあるため、申請者による入力の手間を
軽減し、より正確な情報での申請が可能となる。

【本サービス提供元：㈱トラストバンク】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子認証機能により本人確認を行った申請数

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請に訪れる来庁者数の増減割合



事業概要 【AIを活用した相談支援システムの導入】

自治体名 東京都台東区 人口 212,368人 事業費 11,725千円

事業概要
子ども家庭支援センターにおける電話相談に、音声データとＡＩによるリアルタイムテキスト化機能等を備えた相
談支援システムを導入し、業務の効率化と相談員の対応力向上を図る。業務の効率化により削減した時間を相
談対応にあて、区民サービスの向上に繋げる。

具体
サービス

【AIを活用した相談支援システム】
• 通話内容がＰＣ画面にリアルタイムに文字化さ
れ表示される。

• 相談中の会話内容をもとに、相談対応に必要と
なるガイダンス（マニュアルや語句説明・制度の
手続き方法など）が自動的に画面に表示される。

• 相談内容を他の相談員がリアルタイムで確認でき、
適宜フォローできる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①新規養護相談数
②ＡＩ相談支援システム利用件数（年間）
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①要保護児童数の終了件数
②関係者会議等の開催件数（年間）
③

・電話による相談対応
・相談内容のテキスト化（文字化）
・相談対応ガイダンスを画面に表示

・相談内容等の情報共有
・対応方針検討

・相談記録の作成



事業概要 【障害者支援アプリ開発事業】

自治体名 東京都台東区 人口 212,368人
（12.1現在） 事業費 5,335千円（仮）

事業概要

本区では、施設の空き状況が知りたい場合、電話で施設の空き状況を問合せしなくてはならない。また、「障害に
関する情報がもっと欲しい」という要望があるものの、現在の区の情報発信媒体では、障害者にとって情報取得が
難しい状況である。身近なスマートフォンで利用できるアプリを実装し、障害者やその家族、支援者が、時間場所を
問わず、簡単に情報を取得できる環境を整備し、障害者に関わる全ての人の情報アクセシビリティの向上を図る。

具体
サービス

【障害者施設空き情報検索と事業所一覧】
• 施設の空き状況を時間場所に限らず閲覧できる。
• 区内障害者サービス事業所の情報を閲覧できる。
【障害種別・等級に応じたサービス検索】
• 膨大な障害福祉サービス情報の中から利用者に
該当する情報が簡単に検索可能になる。

【お知らせ配信機能】
• アプリ利用者全体に向けた情報のほか、障害種
別・等級などの特性に応じた情報発信を行う。

【お問合せ機能】
• 開庁時間に関わらず、FAQによる問題解決及び
メールによる問合せが可能になる。

【アンケート機能】
• 3年に1度の実態調査以外にも、ニーズ調査を簡
単に実施することができる。

【バリアフリーマップへのリンク機能】
• 区のバリアフリーマップへ簡単にジャンプできる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリダウンロード累計数
②施設登録累計数
③年間情報発信数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリ利用満足度
②
③



事業概要 【バリアフリーマップ事業】

自治体名 東京都台東区 人口 212,368人 事業費 4,680千円（仮）

事業概要

現在、区公式HPで公開している「バリアフリーマップ」をリニューアルする。現状公開している施設のバリアフリー情報
に加え、障害者団体等から要望のある施設間の移動経路検索機能や、車いす利用者等が実際に通行できる
ルートを表示し、移動のための判断材料を提供し、利便性の向上を図るため、新たなシステムを構築する。また、区
及び委託事業者による広報等により、検索ヒット率の高いウェブページを目指す。

具体
サービス

【バリアフリーマップ】
• スポットのバリアフリー情報だけではなく、車椅子等
の施設間の移動経路が検索できる。

• スマホやタブレットに対応し、街中での検索性に優
れたマップの提供。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①年間ｐｖ数
②施設登録数
③施設間の移動経路検索機能利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム認知度
②施設間の移動経路検索機能利用者の満足度
③



事業概要 【Wｅｂ口座振替受付サービス導入事業】

自治体名 東京都墨田区 人口 284,443人 事業費 36,551千円

事業概要
現在、納付者が窓口で書類を提出している手続き（区民税等の口座振替など）について、自宅などからパソコン
やスマートフォンで申請することができる「Wｅｂ口座振替受付サービス」を導入し、申込から口座振替開始までの
期間の短縮やペーパーレスで手続が完了する等、区民サービスの向上に寄与するとともに職員の事務作業の効率
化を図る。

具体
サービス

【Ｗｅｂ口座振替受付サービス】
・パソコンやスマートフォン等から自分自身で口座振替
の申請を可能にする。
・24時間、いつでも口座振替の申込ができるため、納
付手続きに要する負担を軽減することが可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①Web口座振替受付サービス利用者の割合
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請から引落までの期間の短縮
②Web口座振替受付サービスの満足度
③

墨
田
区

墨
田
区

HP



事業概要 【新しい時代に適した公共施設予約システムの導入】

自治体名 東京都墨田区 人口 284,443人 事業費 98,870千円

事業概要

現行の公共施設予約システムの課題である（①スマートフォン対応、②オンライン決済、③キャッシュレス化、➃利
用者登録の事前申請）により、現在来庁して行っている手続や、支払い等をスマホ上で電子完結でき、区民がい
つでもどこからでも簡単に施設利用ができる仕組みを構築し、更なる利便性向上につなげることで、利用者中心
のサービスの実現を図る。

具体
サービス

【公共施設予約システム】

（１）仮予約のみならず、本申請までオンラインで完
結（利用料金等の支払を全施設オンライン決
済・キャッシュレス対応）

（２）オンラインでの事前利用者登録
（３）パソコンだけでなく、マルチデバイス（スマート
フォン等）対応によるUI/UXの改善

区内の公共施設13か所に導入
・スポーツ施設（屋外・屋内）
・文化施設
・その他公共施設

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 施設利用料におけるキャッシュレス決済の割合
② 新規登録における事前利用者登録の利用割合
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① 全予約におけるオンライン予約の割合
② 利用者満足度（システム全体）
③ 利用者満足度（キャッシュレス決済）

公共施設予約システム 利用者機能職員機能

オンライン
（どこからでも）

窓口

施設予約、オンライン決済
抽選申込、予約の確認など

デジタルデバイド対応
キャッシュレス決済

利用者管理
統計確認
各種定型帳票の出力
電子納付の受領
予約管理
利用者通知



事業概要 【災害情報システム再構築事業】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 33,000千円

事業概要 防災情報システムと防災ポータルサイト、防災アプリと情報連携することにより、避難所の開設情報や混雑状況、
避難発令情報を区民や帰宅困難者に対してリアルタイムに情報提供できる仕組みを整える。

具体
サービス

①防災情報システム
• 被害情報の収集・集約
• 避難所の開設状況、混雑状況の管理
• 避難発令支援と結果の管理 など

②防災ポータルサイト
• 避難所の開設状況、混雑状況の公開
• 避難発令地域の公開
• 緊急情報やお知らせの公開
• 気象、交通情報の公開 など

③防災アプリ
• 避難所の開設状況、混雑状況の公開
• 避難発令地域の公開
• PUSH通知による各種情報の発信 など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①防災ポータルサイトのページビュー数
②防災アプリのダウンロード数（iOS、Android別）
③防災ポータルサイトを利用した防災訓練回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①情報公開・発信にかかわる作業時間
②区民からの照会応答の件数
③アプリストアの利用者の評価・レビュー



事業概要 【公開型GISの導入及び窓口システム再構築】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 87,483千円
（端数切捨て）

事業概要

本事業では、インターネット上に様々な行政の地理情報を一般公開することにより、より質の高いサービスの提供を
実現する。また、区民や事業者などの建築情報閲覧に関連する窓口の待ち時間の短縮や利便性を向上させるた
め、統合型GISへ建築サブシステム搭載及び窓口システムの再構築を行い、UIや機能改善等を図り、区民サービ
ス向上を実現するものである。

具体
サービス

【公開型GIS】
• 建築情報をはじめとする様々な行政の地理情報
をインターネット経由で配信するシステムを構築す
る。

【窓口システム】
• 来庁者が窓口システムを利用して、自身で建築
情報に関する概要書等を取得するシステムを再
構築する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISアクセス数
②窓口システムによる書類発行件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者満足度（情報の見やすさや役立ち度などを含めた総合評価）
②利用者満足度（操作のしやすさや待ち時間などを含めた総合評価）

公開型GIS構築

統合型GIS
（建築サブシステム搭載）

システム
連携

インターネット

窓口システム再構築

来庁者

区民・事業者

庁内LAN



事業概要 【テスト採点支援ツールの導入】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 5,965千円（※）

事業概要
当該ツールの導入により、区立中学校及び義務教育学校（全24校）に在籍する生徒を対象として実施される
定期テストの採点、集計に係る業務を「デジタル化」し、教員の負担を軽減することで、「個に応じた指導」の充実を
図る。

具体
サービス

【テスト採点支援ツール】
テスト実施後に回収したテスト用紙を複合機でスキャ
ンし、データ化した上で、端末を用いてテストの採点、
点数の集計を行うツール（詳細については、P4のとお
り）
※一般競争入札前の見積金額

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・生徒との面談の回数及び時間

【アウトカム指標（成果指標）】
・生徒の満足度評価

採点～集計～システムへの転記が手作業

端末を用いて画面上で完結

【従前】

【今後】



事業概要 【災害情報通信設備維持管理事業】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 1,901千円

事業概要

主要なSNSプラットフォーム上の投稿情報をAIが分析し、区に関連する災害、事件、事故などのリスク情報を収集
し、迅速に通知するツールを導入します。既存の電話による情報収集に加えて、動画や画像などの投稿情報から
多角的な現場状況を可視化し、住民の安全で安心な生活を確保するために被害状況の見える化を図ります。ま
た、初動体制の迅速な構築と、大規模災害時の情報トリアージを可能にします。

具体
サービス

SNSリスク情報収集ツール

(1)リスク事象の発生位置の特定
SNS上の投稿内容、過去の投稿、および写真から、事象の
発生した正確な場所を特定します。

(2)即時通知
60秒から数分以内に情報を分析し、区へ通知します。

(3)デマ情報の排除
AIの判断および有人監視を組み合わせてデマ情報を分析し、
排除した上でのみ通知を行います。

（4）区民が投稿した情報を分析し、その結果を区民に通知
することで、デジタルによる共助が実現します。これにより、地域
住民に対して早期の注意喚起や情報提供が可能となり、安
全かつ安心なまちづくりに貢献できます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①SNS投稿を活用した初動対応回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①本ツールを利用した、区民への情報発信の回数。
②本ツールを利用した、区民への情報発信までの時間の短縮

リスク情報収集ツール



事業概要 【ファミリー・サポート事業】

自治体名 東京都江東区 人口 539,127人 事業費 2,700千円

事業概要
保育所への送迎等、育児の手助けを必要とする方（利用会員）と、育児の手助けができる方（協力会員）の
仲介を行う。
会員の登録受付や利用継続確認をオンライン化することにより、会員の負担軽減を図る。

具体
サービス

• Web上にファミリー・サポート事業の会員登録受
付および継続意思確認ができるフォームを開設。

• Webで手続きが完了するため、利用会員・協力
会員の負担軽減が期待される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①登録・継続意思確認フォームの利用累計数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①登録・継続意思確認フォーム満足度アンケート
②
③

登録・継続
意思確認
フォーム

会員

江東区
こども家庭支援課

新規登録
継続登録

継続確認
連絡

管理・運用

江東区
社会福祉協議会

委託



事業概要 【マイナンバーカードを活用したデジタル通知サービス促進事業】

自治体名 東京都品川区 人口 408,365人 事業費 2,244千円

事業概要

マイナンバーカードと連携したスマホアプリを活用し、区民に対して区からの通知をデジタルで届
けるサービスを導入する。区民一人ひとりに合わせた情報を「プッシュ型」で送付することにより、
わかりやすい通知を実現するとともに、郵送コストの削減を図る。将来的には電子申請サービスと
連携することにより、オンライン区役所サービスの実現を目指す。

具体
サービス

【プッシュ型デジタル通知サービス】
（区民側）
・スマホにxIDのアプリケーション（無料）をダウンロー
ドし、マイナンバーカードを登録後、「自治体からのお
知らせ」を設定ことにより、区が発信するデジタル通知
を受信することが可能になる。
（行政側）
・デジタル通知では、必要な人に、個別に必要な情
報を最適な形・タイミングで届けることが可能になる。
また、リンクにより、申請手続きのサイトや地図に導くな
ど、わかりやすい通知を実現することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①スマホアプリへのマイナンバーカードの登録者数
②区から発信するデジタル通知の件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス満足度



事業概要 【電子請求システム導入事業】

自治体名 東京都品川区 人口 408,365人 事業費 23,282千円

事業概要

区の取引事業者（主に区内事業者）においては、支払関連業務のデジタル化が進んでおらず、効率面等に課題
がある。区が電子請求システムを導入し、事業者が本システムを利用することで、区と事業者双方の工数等の削減、
テレワークの推進等を図る。また同システムを利用する事業者同士が会計関連業務のやり取りをすることが可能とな
るため、利用を拡大することで地域全体のデジタル化を目指す。

具体
サービス

【BtoBプラットフォーム】
• 見積依頼から発注、納品書、請求書の発行・授
受・保管までを、電子データで行うことができる
WEBクラウドシステム

• 紙の見積書や納品書・請求書の取り扱いが減少
することで、それらの発行・受領側両者の業務負
担軽減と印刷や郵送等のコスト削減に寄与する。

【BtoBプラットフォームサービスイメージ】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムの利用事業者数
②システムを利用して発行された請求書数

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス満足度



事業概要 【施設予約システムにおけるオンライン決済機能等の導入】

自治体名 東京都目黒区 人口 279,669人 事業費 31,944千円

事業概要

区内集会・スポーツ施設の利用予約申込をオンラインですることができる施設予約システムを運用しているところであ
るが、予約申込後の利用料支払や施設利用に係る事前の利用者登録手続きにおいては、施設窓口でのみの受
付をしてきたことから、利用者の中には何度も現地に足を運ぶ必要があり、利便性に欠ける面があった。
そこで今回、既存システムの改修を行い、オンライン決済機能及びオンライン利用者登録機能を拡充することで施
設利用者の利便性向上及び事務の効率化を図る。

具体
サービス

【オンライン決済サービス】
利用者が直接施設に足を運ぶことなく、オンライン上
でクレジットカード決済することで、施設予約から利用
料の支払いまでを同一システム内の手続きで完結す
ることができる。

【オンライン利用者登録サービス】
現在、紙によって行っている利用者登録手続きを、予
約システム内での電子申請を以て手続きすることがで
きる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン決済の年間利用率
②オンライン利用者登録の年間申請率

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設予約システム利用に係る満足度（利用者へのア
ンケート調査）
②施設利用率

利用(予定)者

施設予約システム

インター
ネット

職員

利
用
者
登
録
申
請利

用
者
登
録
処
理 利

用
者
情
報
入
力

決済代行業者
決済システム

システム連携

区内84施設

施設予約・使用料支払

インター
ネット

施設予約申込
クレジットカード決済



事業概要 【口座振替依頼手続のオンライン化】

自治体名 東京都目黒区 人口 279,669人 事業費 19,920千円

事業概要
区の主要な科目（特別区民税・都民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育
料）に対して口座振替Web受付サービスを導入し、口座振替依頼手続をオンライン化することで、手続における
区民の利便性向上及び職員の業務効率化を実現する。

具体
サービス

【口座振替Web受付サービス】
• 納税者等は当該サービスを通してインターネット
回線から対象の金融機関へ口座振替依頼を行
う。

• 区はLGWAN回線から登録された口座情報を取
得する。

【口座振替Web受付サービス】

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①口座振替Web受付サービスの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①口座振替の登録までの期間の短縮
②口座振替件数の増加率



事業概要 【めぐろ歴史資料館バーチャルミュージアムの構築事業】

自治体名 東京都目黒区 人口 279,669人 事業費 8,386千円

事業概要

めぐろ歴史資料館の歴史的展示物等について3Dバーチャル技術（AR・VR機能等）を用いてデジタル化し、バー
チャルミュージアムを構築する。
これにより、区民は郷土の文化財や歴史的資料をいつでも、どこからでもデジタルで触れることができる。特に児童は
GIGAスクール環境を利用することで、視覚的で効果的な郷土の学習等が行えるようになる。

具体
サービス

【バーチャルミュージアムサービス】
• 空間3D計測、CG技術を利用してバーチャル環
境を整備

• 所蔵資料の高精細撮影
• メタデータ、解説文等の情報の作成・登録
• ウェブ、クラウド技術により、誰でも場所を選ばず
情報の閲覧が可能（鑑賞のユニバーサル化）

【文化財3Dコンテンツ（VR）サービス】
• 文化財等の撮影によりデータ取得
• 撮影したデータを用いてコンテンツを制作
• メタデータ、解説文等情報の作成・登録
• 専用のプラットフォーム上で3Dデータを自由に閲
覧することが可能

• 通常では見ることのできない角度で詳細情報を
閲覧可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①めぐろ歴史資料館バーチャルミュージアム閲覧件数
②文化財3Dコンテンツ（VR）ページ閲覧件数

【アウトカム指標（成果指標）】
❶バーチャルミュージアムに触発されめぐろ歴史資料館にきた人数
❷小学校学習におけるバーチャルミュージアムの利用満足度
❸文化財3Dコンテンツ（VR）サービス満足度（アンケート調査）

利用者
インターネット

文化財3Dコンテンツ
入口ページ

バーチャルミュージアム

再生プラットフォーム：
KrPano等

文化財３Dコンテンツ
(VR)

再生プラットフォーム：
Sketchfab等

事業者・職員等による
コンテンツの登録、更新

バーチャル
ミュージアム
入口ページ

目黒区公式
ウェブサイト

インターネット



事業概要 【公園図面電子化事業】

自治体名 東京都目黒区 人口 279,669人 事業費 5,302千円

事業概要 目黒区が管理する公園等の図面類を電子化し、公園関係所管の各課（別庁舎を含む4課）で共有することで、
各課に問合せ等の目的で来庁する区民の対応に要する時間やその待ち時間を短縮することが可能となる。

具体
サービス

【公園等台帳システム】
• 目黒区が管理する公園等の平面図や構造図な
どを、ファイルサーバーに画像データとして各施設ご
と登録。

• ファイルサーバーを公園関係所管4課で共有
（閲覧、更新等）し、問合せ等の窓口対応に
有効活用する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子化した図面の枚数
②窓口での対応件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①再来庁回数の減少

サーバー

公園関係所管
Ａ課の職員

公園関係所管
Ｂ課の職員

公園関係所管
Ｃ課の職員

公園関係所管
Ｄ課の職員

閲覧・更新等

公園等台帳システム

区民、
事業者など

検討段階

別庁舎本庁舎

区民、
事業者など

区民、
事業者など

区民、
事業者など

（来庁者）問合せ、（職員）迅速的確な窓口対応



事業概要 【ＩＣＴを活用した効果的な課題解決型児童虐待対応】

自治体名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 54,193千円

事業概要

区児童相談所や子ども家庭支援センターが行う児童虐待への対応については、本人からの相談は少なく、多くは近
隣や関係機関など本人以外からの通告によるものである。そのため、子どもの養育に課題はあるものの、本人に支援
ニーズがなく、支援につながりにくいといった課題がある。
本事業では、子どもの安心・安全を確保することを第一としつつ、養育における課題をＩＣＴの活用を通じた対応

力の向上とともに、情報の見える化を図り、顕在的・潜在的な支援ニーズを本人が把握し、区が提供する支援に対し
て同意を得ながら子どもの最善の利益が図られる地域社会の実現を目指す。

具体
サービス

①訪問先等外出先での面接時にタブレット端末を用いてその場で記
録を入力することで、従来、所に戻ってから改めて記録を作成し
ていた時間を他の業務に充てられるとともに、子どもや保護者に
対してリアルタイムで話した内容や結果、今後の進め方を文書と
して共有する。また、タブレット端末に子育てサービスの案内や
施設情報、法令等を取り込み、子どもや保護者に対して行政が提
供しようとするサービスや法的根拠等の見える化を図る。

②写真撮影及びチャット機能を活用し、外出先にいる職員と所内上
席職員との情報共有をより迅速かつ確実に行いながら、適切な一
時保護等子どもの安心・安全確保を図る。

③タブレット端末に搭載されているセーフティアセスメントの入力
を通じて、対応の判断及びケース調査時の視点のサポートが行わ
れることで、職員の経験値による判断の質の差異を最小限に抑え、
すべての子どもやその家庭に対して同等の行政サービスの提供を
図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービスへの登録児童数
②相談支援機関におけるタブレット端末を用いた面談
実施回数

③セーフティアセスメントの入力件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①虐待による死亡、重篤状況に至った事例の検証数
②代替養育※を必要とする児童数
※ 虐待を受けた子どもや何らかの事情により実の親が育てることので
きない子どもを親から分離して施設や他の家庭で養育すること

③タブレット端末を用いて子育て支援サービスにつなげた件数



事業概要 【道路維持管理業務のデジタル化】

自治体名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 5,887千円

事業概要

区では1,095㎞の特別区道を管理しており、限られた予算、人員の下、効率的な維持管理を行い、この膨大な
道路の安全性を保ち続ける必要がある。
このため、区民からの通報対応や道路パトロールなどの業務において、ICT、AI技術等を活用したシステムを導入し、
道路利用者の安全性、道路維持管理業務の効率性の向上を図る。

具体
サービス

【道路損傷通報システム】
スマホアプリにより、区民等から道路の損傷、異常等
の通報を受付けるシステムを導入する。
• 通報手段の多様化による通報機会の拡大、区
民の利便性向上

• スマートフォンのGPSやカメラ機能による、正確な
情報取得による業務負担の軽減

• 道路維持管理業務の市民協働の促進

【道路損傷検出サービス】
専用端末（スマートフォン）を道路パトロール車に搭
載し、走行中撮影した画像よりAI技術で道路舗装
の損傷を自動判別するシステムを導入する。
• 損傷の検出件数の増加、見落としの防止
• 損傷箇所の画像、位置情報の取得による業務
効率性の向上

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①道路損傷通報システムのサポーター登録者数
②道路損傷通報システムの早朝、夜間、休日時間帯の通報割合
③道路損傷検出サービスを使用したパトロールの走行距離

【アウトカム指標（成果指標）】
①道路損傷通報システムの利用者満足度
②区道（舗装等）の管理状況に関する利用者満足度



事業概要 【書かない窓口】

自治体名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 165,043千円

事業概要

住民異動等を取り扱う窓口において、来庁者が申請書等を自書することを要しない、いわゆる「書かない窓口」を
区内１０か所に導入するためにレイアウト変更及び機器設置を行い、転入手続きと同時に、国民健康保険システ
ム・介護保険システム などの住民サービスを切れ目なく連携処理することで、迅速なサービスを提供を可能とするこ
とにより、住民利便の向上を図る。

具体
サービス

「書かない窓口」

【住民基本台帳システム】
• 転入手続き
• 転居手続き
• 転出手続き
※住基異動に伴い生じる
諸手続きを含む

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①「書かない窓口」を運用した割合
②「書かない窓口」で対応できる帳票種別の数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①住民満足度（利用者アンケート等）
②
③



事業概要 【保育業務システム構築事業】

自治体
名 東京都世田谷区 人口 918,413人 事業費 15,758千円

事業概
要

保育所入所選考業務は、申請者の優先順位やきょうだい同一入所希望などの複雑な条件にもとづき、様々な事情
を考慮した上で、限られた入所枠に割り当てる作業を行っているが、多くの人手と時間を要しており、結果通知にも時間
を要してしまう。
AI選考システムを活用することで、事務効率化はもとより、区民への迅速、正確、さらにはきめ細やかな対応を行うことで、
子育てしやすい地域社会の実現を目指していく。

具体
サービ
ス

１．子ども子育て支援システムから入所選考に必要な情報
を抽出
既存のシステムから、児童ごとの情報（保育所利用調整指
数、希望施設、きょうだいの入所希望など）や保育所の空き
定員情報など、入所選考に必要な情報をAI選考システムに
取込む。
２．AI入所選考
申請者の多様な要望や、保育所利用調整指数に基づく優
先順位やきめ細かな基準に基づき、優先順位に沿って入所
選考割り当てを、これまで数日かかっていたものを数分で処理
３．結果通知
保護者への決定通知を早期に行えるため、住民サービスの
向上にもつながる。また、区民からの問い合わせや窓口対応に
おいて、透明性の高い説明が可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI選考件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①区民への４月入所（一次）選考結果発表日が
早まった日数
②子育てしやすい環境だと感じる保護者の割合
③

申
請
登
録

結果反映

内定通知
書出力

保育所AI
入所選考

情
報
取
込

入
所
選
考

結
果
確
認

http://portalsite.gcs.g01.fujitsu.local/sites/executivepresentation/_layouts/CopyUtil.aspx?Use=id&Action=dispform&ItemId=2161&ListId=ee636228-bd3c-4d90-9c89-9aba3ff69d4f&WebId=bc8a65a5-d356-4299-a794-85d19b1700e8&SiteId=42cbf6e0-cc08-45b2-abd3-7254021fed50&Source=http://portalsite.gcs.g01.fujitsu.local/sites/executivepresentation/DDL/Lists/DDL/31200.aspx


事業概要 【避難者受付・名簿管理システム構築業務事業】

自治体名 東京都渋谷区 人口 230,870人 事業費 12,738千円

事業概要
渋谷区防災アプリにマイナンバー連携機能を実装することにより、マイナンバーカードを活用した避難所運営（避
難所DX化）が可能となる。この機能により、これまでペーパーで行うことを想定していた避難所受付や避難者情報
等をシステム上で管理することができ、避難所運営の効率化や避難者の利便性向上が見込まれる。

具体
サービス

【避難所チェックインサービス】
• 避難所ごとのQRコードを読み込んで受付
• マイナンバーカードでもチェックイン可能

【避難所管理システム】
• 渋谷区防災システムと連携し、避難者数の管理
が可能。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①区内全避難所（33か所）へ避難所チェックインシ
ステムを整備し、運用可能な状態にする。
②避難所チェックインシステムを活用した受付訓練を
実施する。

【アウトカム指標（成果指標）】
①受付時間を短縮し、発災時の混乱を軽減する。
②サービス利用満足度
③防災アプリのダウンロード者数の増加

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、
ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



事業概要 【公開型GIS拡充事業】

自治体名 東京都渋谷区 人口 230,870人 事業費 13,948千円

事業概要

現在、街の変革が続いている渋谷区において、区民や来街者にとって当該地域における施設情報等を網羅的に
把握できるシステムがなく、各情報について別個にアクセスする必要がある。令和2年8月より導入している「公開型
GIS」の利用範囲を都市計画、土木、建築だけでなく、子育て、教育、福祉等まで拡大することで、様々な地図情
報へのアクセスを容易にし、区民や事業者の利便性の向上を図る。

具体
サービス

本事業は、現行の公開型GIS「渋谷区地図情報
システム（注）」（都市計画・土木・建築の情報の
み）に、多様なシーン（子育て・教育・生涯学習、
福祉、健康・スポーツ、防災・環境、くらし、文化、産
業）で区民や事業者が利活用できる地図情報を追
加し、公開するものである。
なお、区職員が使用する統合型GISも同時に整備
できるため、住居表示に基づく位置の特定と現地の
状況を地図上で可視化し、直感的な位置の把握が
可能となる。

（注）現行のシステム
渋谷区地図情報システム | トップ (wagmap.jp)

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISマップ搭載件数
②公開型GISのアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①各課への問い合わせ件数
②公開型GISサービスの満足度

地図情報の
追加

https://www2.wagmap.jp/shibuya/Portal


事業概要 【未来の学校の「新たな学び」を支えるEdtechコンテンツ導入事業】

自治体名 東京都渋谷区 人口 230,870人 事業費 27,405千円(R6)

事業概要

・本区では、今後20年間の学校施設建て替え計画（26校中22校）と合わせて、子どもたちの自己調整力や創
造力、挑戦力を育むため、街全体を学びのフィールドとする探究・STEAM教育の充実を図り、これを軸とした「新た
な学び」への転換を進める。
・「新たな学び」の実現に向けては、これまでの学校教育とデジタル・テクノロジーとのベストミックスを図り、効率的・効
果的な学習内容の定着と、子どもの興味・関心や探究心を駆り立てる多様な学習環境を創る。

具体
サービス

【Inspire High（R6中学校に導入）】
• 多様なコンテンツをもとに、子どもの興味・関心を
広げ、探究に必要な「問いを立てる力」を育む。

• 探究学習や教科のカリキュラムでの活用により、
学習の質向上を図る。

【オンライン英会話（R6中学校に導入）】
• 英会話講師とオンラインで１対１の会話練習を
実施し、外国語の学力向上を図る

【AIドリル（R7全校導入）】
• AIドリルを軸とした自由進度学習により、学習の
定着の効率化や自己調整力の向上を図る

【AI英会話（R7中学校導入）】
• 対話中心の学びを促進し、会話力向上を図る

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①Edtechコンテンツ活用モデルケース創出
②活用促進の研修・研究授業の実施
③利用率、学校支援の回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①学習意欲の向上（全国学力学習状況調査）
②学力の向上（全国学力学習状況調査、GTEC、
ESAT-J）
③学校満足度向上（全国学力学習状況調査）

地域全体をフィールドとした探究・STEAM教育を「新たなの学び」
の軸とし、それを支える環境として、Edtechコンテンツを導入



自治体名 東京都渋谷区 人口 230,870人 事業費 32,788千円

事業概要
渋谷区における小、中学校の不読率の現状や読書状況の実態より、昨今の児童生徒の読書離れへの対策が
必要である。本事業にて、１人１台端末を活用した新たな学校図書館システムの導入、電子書籍コンテンツの拡
充を行うことによって、児童生徒たちの本への興味・関心の幅を広げ、読書活動の推進を図る。

具体
サービス

【クラウド型学校図書館システム】
・紙の本だけでなく、電子書籍、オーディオブックなどの
電子コンテンツも全て一つのシステム上で検索、管理
・各児童や生徒ごとの貸出履歴や読書分析
・１人１台端末を活用したセルフ貸出機能

【電子書籍読み放題サービス「Yomokka!」】
・「いつでも、どこでも、好きなだけ！」をコンセプトに子
どもたちの読書環境を支え、新たな読書体験を提供
することを目指した電子書籍読み放題サービス
・出版社35社約3,800冊の作品が掲載され、同じ
本を何人でも同時に閲覧可能
・直感的なインターフェースと本との出会い機能を搭載
し、児童生徒の読書意欲が向上
・児童生徒は１人１台端末にて、学校でも家庭でも
読書を楽しむことが可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①小中別一人当たりの貸出冊数
②媒体別一人当たりの貸出冊数
③電子書籍サービス利用率及び利用冊数

【アウトカム指標（成果指標）】
①読書が好きな人の割合
②学校図書室利用満足度向上
③不読率の低減、１日あたりの読書時間の増加

事業概要 【学校図書館事業、読書推進教育事業】

新学校図書館システムの特徴学校現場における課題

紙と電子の一元管理で
児童生徒に幅広い
読書機会を提供



事業概要 【児童相談所の機能強化による児童や家庭への支援の充実】

自治体名 東京都中野区 人口 337,505人 事業費 38,166千円

事業概要
児童相談所が行うケースワークにおいて、面接・訪問時におけるデータの閲覧や記録の作成・共有とともに、ＡＩや
統計データに基づくサポートを可能とするモバイルシステムを導入する。職員がシステムの機能を活用することで、児
童相談所において、質の高いケースワークを提供する。

具体
サービス

【相談援助業務モバイルサービス 主な機能】
○ 児童情報・記録の管理機能、対応データ蓄積
○ 対応ポイント表示（先行研究に基づくｹｰｽﾜｰｸの
調査等で優先的に確認すべき情報等を表示）

○ 業務状況の可視化を通じた施策立案支援
○ 閉域無線回線の利用及びモバイル端末による情
報共有

【導入による相談者等への主な効果】
○ 職員の知見だけでなくデータも含めて判断をする
児童相談所となり、児童や保護者がより安心し
て相談ができる。

○ 区が実態・ニーズに基づいたサービスを立案し、必
要とする児童や家族がそのサービスを利用できる
ようになる。

○ 業務効率化でうまれた時間を、子どもの利益を最
大化する支援検討や対応に充てられる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①面接等でサービスを使用した件数
②サービスへの登録児童数
③ケース予測を対応の参考とした件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①児童・保護者への訪問、面接等対応件数の増加数
②利用者アンケートの回答「満足度」指標の増加率
③職員のモバイルシステム利用満足度の増加率



事業概要 【書かない窓口（申請書作成支援システム）の導入】

自治体名 東京都中野区 人口 337,505人 事業費 10,128千円

事業概要

令和６年１月１日における中野区の６５歳以上の高齢者人口は約２割を占めており、以降１０年間の人
口推計によれば、今後毎年０．１％の増加が見込まれている。今後視力の低下や手が不自由であるなど、従来
の手書き記入の方法では困難な来庁者が増えることが予想されることから、高齢者や障害者などが多く来庁する窓
口において、マイナンバーカードや、運転免許証、在留カード等（以下「マイナンバーカード等」という。）の読取りや、
職員の聞き取りによる入力により、窓口サービスにおけるノーマライゼーションの実現を目指す。

具体
サービス

マイナンバーカード等の読取りや、職員の聞き取りに
よる入力により、高齢者や障害を持つ来庁者が多く
来庁する窓口において区民の書く負担を軽減すること
ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①システムを利用して申請した手続きの利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム導入による区民の負担軽減度合い
②システム導入による区民満足度（利用者アンケ―ト）

プリンター業務端末

カード
読取機

システム構築図

手続の流れ



事業概要 【システムを活用した介護認定審査会及び介護認定進捗照会事業】

自治体名 東京都中野区 人口 337,505人 事業費 14,969千円

事業概要

中野区では、120名の審査会委員が17の合議体に分かれ、年間約350回の参集形式による介護認定審査会
を実施している。また、ケアマネジャー等からの審査状況の進捗確認が、年間4,000件程度発生している。審査案
件は増加傾向にあることから、介護認定審査会のオンライン化、介護認定進捗照会システムの導入により、区民
等への迅速なサービス提供を実現する。

具体
サービス

【ペーパーレス介護認定審査会システム】
・介護認定審査会の開催にあたって資料の送付等の
効率化を図るため、委員⽤等のタブレット端末を導⼊
する。
・システムを通じて、PDF化した資料の配布を⾏う。
・審査会前に、委員は、システムで資料を確認し、案
件についての見解を入力する。

【介護認定進捗照会システム】
・認定の進捗をシステムにアップロードし、ケアマネ
ジャー等は必要に応じて当該システムにアクセスし、進
捗状況を把握する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ペーパーレス介護認定審査会システムを使用して
開催した審査会の割合
②介護認定進捗照会システムの閲覧数
③ペーパーレス介護認定審査会システムを使用して
開催した審査会の回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①申請から認定までの平均日数
②認定審査会１回あたりの平均審査件数
③ケアマネジャー等の照会システムへの満足度



事業概要 【ＡＩチャットボット導入事業】

自治体名 東京都中野区 人口 337,505人 事業費 3,146千円

事業概要
制度や手続きに関する質問に自動で回答するAIを活用したAIチャットボット（問い合わせ自動応答システム）を
導入し、区ホームページから24時間365日いつでも必要な区のサービスについて問い合わせができる環境を整備す
る。

具体
サービス

【ＡＩチャットボット】
• 区ホームページのトップページにあるバナーあるい
はフローティングをクリックすることで現れるウィンドウ
で質問を入力すると、ほぼ即座に回答が表示さ
れる。

• 日本語の他、英語、中国語（簡体字）、韓国
語、ベトナム語、ネパール語での問い合わせにも
対応する。

• 住民票・戸籍等関連、子ども・子育て関連、福
祉・生活支援関連、健康・医療関連の問い合わ
せに対応する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AIチャットボットを利用した人数
②AIチャットボットのコンテンツの数

【アウトカム指標（成果指標）】
①AIチャットボットで問題解決した人数
②区民からの電話問い合わせの数

いつでも、どこでも24時間365
日区の制度や手続きについて
問い合わせすることができる。



事業概要 【区立保育園・子供園向けＩＣＴシステム導入事業】

自治体名 杉並区 人口 572,997人 事業費 40,977千円

事業概要

杉並区デジタル化推進計画に基づき、区立保育園・子供園等に、スマートフォン等から連絡帳の閲覧・更新や欠
席・遅刻の連絡ができるアプリケーションを導入し、在園児保護者の利便性向上を図る。加えて、登降園時間の自
動記録化による出欠簿の廃止や各種指導計画・記録、日誌等の作成の効率化により職員負担を軽減し、これま
で以上に保育士が子どもとかかわる時間を確保することで、保育の質の向上につなげる。

具体
サービス

【保育園等向けＩＣＴサービス】
保護者及び園職員が、システム内にて下記の主な
サービス・業務等を行う。
●保護者連絡
 欠席・遅刻等の連絡やお便り配信、緊急連絡等
●登降園管理
 画面タッチやＱＲコード読取等による登降園時間
 の自動記録、在園児管理
●帳票等
 連絡帳や指導計画等、各種帳票のデジタル化
●発育・健康管理
 午睡チェックやトイレチェック、身体測定の記録

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①欠席・遅刻等連絡のアプリケーション利用者数
②お便りのデジタル化移行数

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度

お便り配信、連絡帳など

欠席・遅刻連絡、連絡帳など

保護者区立保育園・子供園



事業概要 【おくやみコーナー設置事業】

自治体名 東京都杉並区 人口 572,997人 事業費 13,952千円

事業概要 「おくやみナビ」を活用し、亡くなられた方の遺族の方へ、死亡時の各種手続きの案内や申請書の作成を行い、利
用者の利便性向上と窓口サービスの改善を図る。

具体
サービス

※亡くなられた方の遺族の方に、おくやみナビなどを活
用し、区役所等において必要な各種手続きについて
の案内をするとともに申請書を作成して、遺族の方に
提供する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①おくやみコーナー利用率

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者の利便性の向上
②利用者の満足度



事業概要 【障害福祉サービス等事業者検索システム導入事業】

自治体名 東京都杉並区 人口 572,997人 事業費 5,063千円

事業概要
障害者及び家族、支援者等が、希望に合わせてサービスを選択して利用できるよう、杉並区の障害福祉サービス、
障害児サービス、区独自のサービス、余暇活動などを提供する事業者の基本情報・空き情報等を検索できるシス
テムを導入する。

具体
サービス

【障害福祉サービス等事業者検索システム】
• 障害福祉サービス事業者等について、地図や住
所、提供サービス種別等から検索できる

• 予約が必要なサービスについては、サービスの空き
状況を確認できる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①登録事業者数
②障害福祉サービス等事業者検索サービスアクセス
件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者満足度



事業概要 【放課後等居場所事業への居場所安全確認アプリケーション導入事業】

自治体名 東京都杉並区 人口 572,997人 事業費 13,611千円

事業概要
子どもを脅かす事件・事故の多発を背景に、子どもの放課後等居場所事業への来所・退所の状況がわからない
ことに不安を訴える保護者の声が多くあることから、放課後等居場所事業実施拠点に居場所安全確認アプリケー
ションを導入し、子どもの安全と保護者の安心の向上を図る。

具体
サービス

【放課後等居場所事業居場所安全確認アプリ
ケーション】
・災害時等の緊急連絡
・来所及び退所情報の送信
・放課後等居場所事業のお便り等の配信

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①居場所確認アプリケーションの利用者数
②放課後等居場所事業のお便り等のデジタル化
移行率

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者アンケートによる満足度
②放課後等居場所事業のお便り等の紙の使用量



事業概要 【マイナンバーカード等を利用した書かない窓口の利用促進】

自治体名 東京都北区 人口 357,580人 事業費 41,065千円

事業概要

北区では「コンビニ交付」等のデジタルサービスを導入しているが、依然として窓口が混雑している。また、高齢化率
23.8%と都内でも高い水準にあり、デジタルサービスの利用に戸惑いや不安を感じる方も少なくない。そこで、デジ
タルサービスの恩恵をより多くの人が享受できるよう「デジタル支援員」とセットで2種類のサービスを新たに導入する。
申請者の負担軽減を図り、窓口業務の効率化およびマイナンバーカードの利活用促進を目指していく。

具体
サービス

①申請書作成支援システムの導入
・本人確認書類（マイナンバーカードや在留カード
等）を読取装置にセットし、読み取った基本４情報
を印字した申請用紙を出力することで申請者自身で
記載する項目を一部省略する。他部署でも申請があ
る場合は同時にQRコードを出力し、次の申請書作
成に活用する。
・活字化による可読性が向上し、職員側の内容確認、
案内作業が効率化する。
②キオスク端末の設置（庁舎内）
・端末機で証明書（全6種類）の交付が可能であ
ることを広く周知し、区⺠サービスの向上を図る。
・キオスク端末機の利⽤を促すことで、申請書の記⼊
が不要となるほか、証明書発⾏までの待ち時間が短
縮できる。
⇒窓⼝混雑の緩和につなげていく。 
・コピー機としての利用も可能とする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書作成支援システム利用件数
②庁舎内端末機での証明書交付件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口での申請書記載に要する時間の削減
②庁舎外におけるコンビニ交付件数
③利用者の満足度調査（申請書作成支援システム）
④利用者の満足度調査（キオスク端末）

本人確認書類読
取装置

QRコード



事業概要 【おくやみコーナー設置事業】

自治体名 東京都北区 人口 357,850人 事業費 22,792千円

事業概要

身近な親族がお亡くなりになると、ご遺族は区役所内・外の多くの手続を短期間に求められ、大変な負担となって
いる。その負担を軽減するため、北区では 「遺族サポートデスク」 を設置し、 「支援ナビ」を活用して、ご遺族に寄り
添ったサービスを提供する。さらに、今後導入が検討されている 「死亡・相続ワンストップサービス」との連携も念頭に、
よりよい行政サービスとなるよう事業を進めていく。

具体
サービス

・おくやみ手続の検索
支援ナビに従い、ご遺族に複数の質問を行うことで、ご遺族
が必要な手続を抽出する。
・必要な手続にかかる窓口へのご案内
検索をもとに、ご遺族に必要な窓口を整理して案内する。
・その場でできる手続は・・・
その場で聞き取り情報を活用した入力済み申請書を出力し、
作成をお手伝いし、又、お預かりする。

支援ナビを活用することで、故人やご遺族の状況に応じた個
別性の高い案内を行うことを可能とし、区役所内外の手続に
よるご遺族の負担軽減を目指す。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①おくやみコーナー利用者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度
②
③



事業概要 【ネット口座振替受付サービス事業】

自治体名 東京都北区 人口 357,850人 事業費 18,356千円

事業概要

口座振替にかかる手続きは、紙による申請のため、サービス利用までに１～２か月を要していたが、パソコン・ス
マートフォン等からインターネットを利用して申込手続が可能となることにより、依頼書作成や届出印が不要となり、
郵送や窓口持参の手間なく、手軽に特定の金融機関からの口座振替の設定が可能になることで、区民の利便性
向上を図る。

具体
サービス

【口座振替手続きの簡素化】
「Web口座振替受付サービス」「AIRPOST」を利
用することにより、オンライン上で手続きが可能となり、
利用者の利便性の向上や郵送にかかる時間や手間
の省略することがデジタル化を推進する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ネット口座振替受付サービス新規登録件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービス利用に関するユーザー満足度
②
③



事業概要 【デジタル機器導入促進支援補助事業】

自治体名 東京都北区 人口 357,850人 事業費 46,975千円

事業概要
介護従事者の負担軽減と業務の効率化を図り、不足する介護人材の確保とより質の高いサービスを提供するため、
ICT化の導入が遅れている区立特別養護老人ホーム等に、様々なICT機器導入のための補助制度を創設し交
付する。

具体
サービス

施設内のICT化を図るために、以下の機器の導入費を補助

‣入所者の見守りシステム機器
入所者の状態をリアルタイムでモニタリングし、事故の予防
と入所者ごとのきめ細やかなケアの提供を可能とする。

‣ナースコール等のスマートフォン連携
ナースコールや介護記録を一元管理し、正確な記録と職
員の負担権限を実現する。

‣介護記録システム
日常の記録、ケアプランや利用者情報などを一元管理す
ることができる。

‣介護ロボット
介護職員の体力面における負担を軽減するとともに、入
所者の精神的負担を和らげることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ICT機器利用職員数
②夜間施設巡回回数
③見守りシステムの通知件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①ICT機器使用による職員の満足度
②ICT機器使用によるサービスの向上度
③ヒヤリハット事故件数の減少



事業概要 【クラウド型収蔵品管理システムの導入事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,368人 事業費 941千円

事業概要 荒川ふるさと文化館への来館者及びWEBコンテンツ利用者の拡大やサービス向上に向け、WEB上での展示、デ
ジタルアーカイブの公開、アプリを利用した音声ガイドが可能なシステムを導入する。

具体
サービス

【クラウド型収蔵品管理システム】
・WEB上での展示
・デジタルアーカイブの公開
・アプリを活用した音声ガイド

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開アーカイブのアクセス件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①資料利用申請等の手続所要時間の短縮
②
③

WEB上での展示

デジタル
アーカイブ

音声ガイド



事業概要 【電子図書館導入事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,368人 事業費 5,574千円

事業概要
障がいや病気等により、紙資料の閲覧や図書館への来館が困難な方に対するサービスの更なる充実のため、利用
者の生活様式に合わせて利用できるクラウド型の電子書籍サービスを導入し、誰もが読書に親しむことができる機
会を確保する。

具体
サービス

【電子書籍貸出等サービス】
• 図書館の開館時間に関わらず、24時間どこでも、
コンテンツの検索や予約、貸出、閲覧が可能であ
るため、障がいや病気により外出に制限がある利
用者でも、生活様式に合わせた利用が可能。

• 返却期限が過ぎたコンテンツは自動的に返却処
理され、予約が入っていた場合は自動的に確保
されるため、タイムロスが最小限。

• 電子コンテンツにより、文字の拡大縮小や音声読
み上げが容易となり、紙資料の閲覧が困難な利
用者でも、気軽に読書に親しむことができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子書籍タイトル数
②電子図書館登録者数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①登録者１人あたり利用回数
②利用者満足度
③



事業概要 【デジタルスタンプラリー事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,243人 事業費 173千円

事業概要

デジタルスタンプラリーは、参加者自身のスマートフォンを活用することにより、イベント実施者側で物理的な設備・消
耗品を用意する必要がなかったり、参加者情報（アンケートなど）の集約が容易であることなどから、主催者側の
省力化や情報活用の面で優れている。この優位性を活かし、区外からの来街を促し区内での消費を喚起する目
的で本事業を実施する。

具体
サービス

区内のスポット回遊するデジタルスタンプラリーを実施
する。 
スポット数は10か所～15か所程度を想定する。 
テーマをあらかじめ決め、そのテーマに沿ったスポットを
選定する。 
（テーマ例：「昭和感の残る街並み」「鉄道スポット」
「バラ・さくらスポット」「町工場」） 
システムについては、デジタルスタンプラリーの専業業者
提供システムを利用することを想定している。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①応募者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①参加者アンケートの満足度
②
③



事業概要 【健康アプリによる健康づくり支援事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,368人 事業費 21,038千円

事業概要
令和5年度改定の荒川区健康増進計画に基づき、「自然に健康になれる環境づくり」の1つとして様々なライフログデータを収集・記録
できる健康アプリで健康づくりのデジタル化を推進し、健康づくりへの住民の意識向上と行動変容を促進する。日々の健康行動の記録
や発信される健康情報、ゲーミフィケーション機能等による「楽しみながら」健康改善に取り組める工夫で、住民の健康意識の醸成及
び行動変容を促し、「健康寿命の延伸」を目指す。

具体
サービス

■健康アプリ
自己のスマートフォンから無償で利用できるアプリ。歩数計測や日々
の健康状態を記録できるとともに、健康行動に対してポイントが付与
される。獲得したポイントにより、住民は電子マネー等のインセンティブ
抽選に応募が可能。
【アプリの主な機能】
・歩数計測機能（自動記録）
・健康状態の記録機能（体重、血圧等）
・グラフ機能（歩数、体重等について週間・月間ごと等）
・ウォーキングコース機能（区内コース作成・登録等）
・歩数ランキング機能
・区による健康づくり情報のお知らせ機能、プッシュ通知機能 等
【ポイント付与メニュー】
・健康に関する記録（体重、血圧等の入力）、歩数
・区主催の講座、イベント、特定健診等の健（検）診受診
・区ウォーキングコース踏破、指定スポットでのチェックイン
・アプリ内でのアンケート調査への結果 等

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリダウンロード数
②健康アプリのアクティブユーザー数
③一日平均歩数

【アウトカム指標（成果指標）】
①アプリ利用者満足度
②特定健診受診率
③日常生活で意識して体を動かしている人の割合

■サービスイメージ

健康アプリ住民
自治体職員

データ記録
（体重、血圧、歩数等）

コンテンツ提供

管理システムデータ蓄積

データ分析

新施策実施
既存施策改善

人々の健康行動をサポート

A.健康意識醸成 B.行動変容促進

区による健康づくり
情報のお知らせ発
信、プッシュ通知

健康ポイント付与
/電子マネー等交

換

ゲーミフィ
ケーション

（ウォーキング
コース、歩数ラン
キング等）

PD
CA

歩数計測、健康状
態の記録等、各種

機能



事業概要 【保育園管理システム事業】

自治体名 東京都荒川区 人口 219,243人 事業費 50,771千円

事業概要
保育園管理システムの導入と、システム利用に係る環境整備として無線環境の整備、タブレット端末の調達を行う
ことで、職員の煩雑業務を解消、園・保護者双方の利便性向上、事務時間を減らし、保育時間をより多く確保す
ることで、保育の質を向上をそれぞれ図る。

具体
サービス

【保育園管理システム】
・園と保護者の連絡、通知に関する機能
・園からの簡易アンケートの実施に関する機能
・園児の登降園の管理に関する機能
・園で作成する計画や日誌等帳票に関する機能
・園児の発達や健康の記録に関する機能

保育園  保護者

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者アプリダウンロード数
②園作成帳票のシステム利用数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者利用者満足度
②職員利用者満足度
③



事業概要 【ＳＤＧｓプラットフォーム及び特設サイトを利用した地域活性化事業】

自治体名 東京都板橋区 人口 572,789人 事業費 21,670千円

事業概要

板橋区に関係のある企業等の優れたＳＤＧｓの取組みなどを、区民に広く紹介する特設WEBサイトを区民サー
ビスとして提供する。特設WEBサイトでの情報発信を通じて、ＳＤＧｓに対する啓発をすすめ、ＳＤＧｓを身近
なものへと認識する「ＳＤＧｓローカライズ」を推進する。また、特設サイトの連携機能により、区や企業・団体の
パートナーシップを深めることで、地域活性化など、各々が持つ課題の解決をめざす。

具体
サービス

【ＳＤＧｓプラットフォームのサービス】
①ＳＤＧｓパートナー制度
ＳＤＧｓを自分ごととして捉え、積極的に取り組んで
いる企業・団体等を区のパートナーとして認定する制
度である。
②ＳＤＧｓモデル事業
板橋区の重点戦略のうちの一つであるブランド戦略の
主軸となる「絵本のまち板橋」を区が取り組むSDGs
事業のモデルとし、区内外の企業・団体・住民との交
流ネットワーク構築を推進する。
【特設WEBサイトのサービス】
①ＳＤＧｓパートナー制度
企業・団体のユーザー登録と、登録団体の取組を情
報発信を行う。
②ＳＤＧｓモデル事業
SDGsモデル事業に関する情報発信を行う。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ＳＤＧｓプラットフォーム参加企業・団体数
②特設WEBサイトの記事の配信数
③特設WEBサイトのPV数

【アウトカム指標（成果指標）】
①板橋区に対する愛着を感じる度合い
②参加企業・団体のマッチング数



事業概要 【防災ポータル・アプリによる防災対策事業】

自治体名 東京都板橋区 人口 572,789人 事業費 14,102千円

事業概要

災害時において被害状況をリアルタイムで把握し、区・関係機関・区民と情報共有ができないことに課題を抱えてい
る。そのため、防災対策支援システムによる、情報の一元管理を行い、専用の防災ポータル・アプリと連携させ、区
側からの情報発信だけでなく、関係機関や区民からの情報提供を組み合わせた災害管理を行い、区・関係機関・
区民による三位一体となった防災対策を目指す。

具体
サービス

【防災ポータル】
・災害情報公開機能
・サイト内の音声読み上げ機能（日本語のみ）
・地図情報による避難情報の確認
・サイト内の多言語翻訳
・防災サイトリンク

【防災アプリ】
・PUSH通知
・災害情報公開機能
・区民から区への被害情報報告機能
・GPS及び地図情報による避難情報の確認
・アプリ間の情報共有機能
・アプリ内の多言語翻訳
・防災サイトリンク

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①防災ポータルのアクセス件数
②防災アプリのダウンロード累計数
③防災アプリのPUSH通知発信件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①防災ポータルの満足度
②防災アプリの満足度



事業概要 【コミュニケーション支援機器を活用した意思疎通支援事業】

自治体名 東京都板橋区 人口 572,789人 事業費 4,225千円

事業概要
聴覚障がいのある方や、外国籍の方等が区の窓口を利用する際には、障がいや言語の違いから会話が困難な状
況がある。この状況の解決策として、音声筆談、多言語等のAI翻訳、手話や多言語の遠隔通訳が可能なタブレッ
ト端末および翻訳テキストを拡大表示する透明ディスプレイのコミュニケーション支援機器を導入する。この機器によ
り、会話の方法の選択肢を増やし、誰もが利用しやすい区の窓口を実現し、「安心して暮らせる板橋区」を目指す。

具体
サービス

①AI多言語音声翻訳タブレット
【内容】
・音声筆談
・遠隔手話通訳（ビデオ通訳）
・やさしい日本語翻訳
・多言語翻訳（AI機械、遠隔）
【効果】
障がいの有無や年齢、国籍に関わらず、安心して窓
口での手続きをすることができる。
②透明ディスプレイ
【内容】
・タブレットの翻訳内容をより大きくわかりやすく表示
・アクリル板越しでも使用可
・図表の投影も可
【効果】
分かりやすい案内を提供できることで、手続きに要す
る説明を短時間にすることができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①翻訳・音声筆談システム利用件数
②ビデオ通訳利用時間
③やさしい日本語利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①システム利用時の区民満足度
②窓口の説明の伝わりやすさの度合い

≪タブレット端末≫
●AI機械翻訳(多言語
等)
●音声筆談
●遠隔通訳(手話.多言
語)

≪透明ディスプレイ≫
タブレット端末の翻訳
テキスト等を拡大表示
➡見にくさ解消

デジタルを活用した
コミュケーション支援機器導入

コミュケーションの選択肢増

コミュケーションの負担や不安を軽減

だれもが利用しやすい窓口を目指す

コミュニケーション
支援機器利用



事業概要 【窓口キャッシュレス決済事業】

自治体名 東京都板橋区 人口 572,789人 事業費 2,894千円

事業概要

デジタル社会が進展し、キャッシュレス払いが一般化する中、区窓口の証明書等手数料については、現金払いのと
ころが存在している。
課税課、赤塚支所、区民事務所の窓口にキャッシュレス決済環境を整備し、行政手続きにおける支払いについて、
区民に対して多様な手段を提供することで、支払い負担の軽減を図り、利便性向上を実現する。

具体
サービス

証明書等手数料の支払いについて、クレジットカード・
電子マネー・ 二次元コードによる多様なキャッシュレス
決済手段を提供する。
これにより、区民は、自らが希望する手段により、手続
を行うことが可能となる。また、クレジットカード等を決
済端末にかざすことで、手軽に・素早く手続きができる。
なお、直接現金に触れることなく支払いができるため、
感染症拡大リスクの低減効果も得ることができる。

また、キャッシュレス決済環境の導入により、POSレジ
で支払額の計算や集計処理が可能となる。ICTの活
用をとおして、職員の現金取扱や集計事務を削減し、
業務効率化を実現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済システム導入窓口数
②キャッシュレス決済可能な手続き数
③キャッシュレス決済の利用件数の増加

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済利用金額比率の増加
➁キャッシュレス決済による窓口滞在時間の短縮

区民等

決済代行事業者

二次元コード

クレジット
カード

電子
マネー

納付データ
納付
データ

納付
データ

支払い付データ

決済
決済

決済

収納金

支払い

手数料・委託料

区職員

区窓口



事業概要 【電子図書館】

自治体名 東京都練馬区 人口 741,820人 事業費 24,258千円

事業概要
デジタル化された蔵書、資料をクラウドサービス等に保存し、区民が図書館へ行かずともに閲覧・貸出・返却が可能
な環境を構築する。これにより、来館が困難な障害者や高齢者の読書支援や時間的・空間的制約があった区民へ
の利用促進、全児童・生徒へ配備しているタブレットの活用による子どもの読書活動推進を実現する。

具体
サービス

【電子図書館サービス】
• Web上で電子資料を提供することで、利用者が

開館日や開館時間を気にせず、自宅等からいつ
でも閲覧・貸出･返却が可能。

• 読み上げ再生や文字の拡大縮小設定、読み上
げ再生部分のハイライト機能を持つ電子書籍を
導入することにより、文字を読むことが困難な人に
対しても読書の機会を提供。

• GIGAスクール構想により一人一台配備されてい
る児童・生徒用タブレットを活用し、朝読書や調
べ学習等、子どもの読書活動を推進。

• 区が紙媒体のみで保有する地域資料をデジタル
化することで、区民が該当資料に容易にアクセス
できる環境を構築。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子図書館 蔵書冊数
②電子図書館 貸出冊数

【アウトカム指標（成果指標）】
①「練馬区立図書館利用者アンケート」結果

② 提供

区(図書館)

ネット上の専
用サイトから
コンテンツ(本)
を選書し、使
用料を払う

① 選書

③ 借りる・読む
電子書籍サービス事業者

利用者



事業概要 【法人等による証明書の郵送請求キャッシュレス化】

自治体名 練馬区 人口 741,820人 事業費 5,187千円

事業概要

現在、マイナンバーカード未所持の個人や、法人、士業団体等が住民票等の証明書を郵送で請求する場合、
紙の申請書のほか発行手数料として必要な金額分の定額小為替を同封する必要がある。この定額小為替につい
ては、証書１枚当たり別途手数料が必要となるほか、申請の都度、郵便局で購入する必要があるなど、請求者の
負担が大きい。また、区側も受け取った定額小為替の換金や収納の業務に大きな時間と労力が割かれている。
令和５年９月に、マイナンバーカード所持者を対象にオンライン申請サービスを開始し、キャッシュレス決済も併せ
て導入したところであるが、マイナンバーカード未所持の個人や法人等も利用可能なキャッシュレス決済サービスを導
入することにより、サービスの向上を目指す。

具体
サービス

【法人等による証明書の郵送請求キャッシュレス化】

・法人等の証明書の郵送請求において、手数料の支
払いのキャッシュレス決済が可能となる。
・定額小為替の準備や不足による小為替の再送、
小為替の収納、換金等の負担軽減が可能となる。
・請求者、区の双方で進捗状況をシステムで可視化
し、電話問い合わせの負担軽減が可能となる。
・請求者においては、本サービスを活用することで、定
額小為替の購入が不要となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービスの利用件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度
②業務時間（１件あたりの平均）の短縮効果（分）
③



事業概要 【申請書自動作成システム導入事業】

自治体名 東京都練馬区 人口 741,820人 事業費 4,317千円

事業概要
電子証明書の更新申請等のマイナンバーカード関係手続きの際に、カード等に記録されている情報を利用して各
申請書を自動作成することにより「書かない窓口」を実現し、窓口の待ち時間短縮などの住民サービスの向上と業
務効率化を図る。

具体
サービス

【申請書の自動作成】
・当該システムでは、来庁者が専用のタブレットを操作
して希望する申請を選択する。次に自身のマイナン
バーカードや運転免許証、在留カード等のICチップ
または券面事項を専用機器で読み取り、加えて顔
認証を行うことで、プリンターから住所・氏名・生年
月日・性別の情報が印字されるシステムを導入する。

・タブレット操作で希望する申請を選ぶため、希望する
申請を聞き取る時間が不要となる。

・基本４情報の記載が不要となるため、申請書を作
成する時間の短縮が短縮できる。

・在留カードの読取りや英語等の外国語表記も可能
なため、外国籍の住民にも効果的に対応できる。

・当該システムを導入することで、窓口対応時間の短
縮が可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書の自動作成の利用件数
②

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口対応時間(1件あたりの平均)の短縮効果(分)
②利用者の満足度



事業概要 【区民と事業者の健康活動促進事業】

自治体名 東京都葛飾区 人口 467,245人 事業費 27,787千円

事業概要

区民の健康や生活習慣に関するデータをスマートフォン等から収集し、分析・評価することで、一人一人に最適な
健康づくりの提案やフィードバックできる仕組みを構築する。また、健康づくりの成果に対して区内で消費できるポイン
ト等を付与するなど、地域経済の活性化を図りつつ楽しく健康づくりに取り組める環境づくりを進め、区民の健康寿
命を延伸させる。さらに、健康づくりに取り組む区内事業者を評価し公表するなど健康経営を推進する。

具体
サービス

サービス連携による健康活動の促進と
区内経済の活性化

以下のサービスを連携することで区民と事業者の健
康活動を促進し、併せて区内経済の活性化を図る。
【健康ポイントサービス】
• 区民の身体情報、健康活動等を記録
• 記録された情報に基づくAIコーチング
• 地域通貨と交換できるポイントを付与
• 健康経営事業者の認証、公表等
【健診結果予測シミュレーション】
• 健診データ取込
• ＡＩ予測、シミュレーション等
【かつしかＰａｙ】
• 区内協賛店で使える地域通貨
【マイナＡＰＩ連携サービス】
• 健診、薬剤、医療費通知情報を連携

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①事業の参加者数、②事業の参加事業者数、③地域通貨が使える協賛店舗数、

④健康ポイントの地域通貨交換量、⑤健康経営事業者の認証数

【アウトカム指標（成果指標）】
❶サービス利用者満足度
❷65歳健康寿命（歳）

健康長寿の実現、健康経営の促進

区 民 ・ 事 業 者

健康ポイント
サービス

健診結果予測
シミュレーション

かつしか
Ｐａｙ

マイナ連携
サービス

サービス層

データ連携基盤
エンドユーザー層ＡＰＩ、サービス層ＡＰＩ、ＢｔｏＢポータル、
アクセス管理、ＡＩ、運用・管理、マスタ、トランザクション、非構造

データ

Ａ Ｐ Ｉ 連 携

サ ー ビ ス 利 用



事業概要 【窓口支援システム導入事業】

自治体名 東京都葛飾区 人口 467,245人 事業費 46,536千円

事業概要
マイナンバーカード等の身分証情報や、事前の電子申請のデータ等を活用し、申請書の作成支援や申請情報の
業務システムへのデータ連携など、来庁者が申請書を書かなくて済む窓口の実現と職員の事務処理の負担軽減を
実現する窓口支援システムを導入するもの

具体
サービス

書かない窓口による区民サービスの向上と
内部事務処理の負担軽減の実現

【書かない窓口の導入】
•マイナンバーカードや基幹システム等の情報を活用し
て、区民に申請書を書かせない窓口の実現

•事前のオンライン申請により窓口でのヒアリング時間
削減
【手続き判定】
•オンラインで必要な手続きを区民自身が調べられる
事前確認機能の活用

•区民の必要手続きを判断するための、職員をサポー
トをするシステムの導入
【事務処理の高速化】
•自治体が持つ基幹システムのデータを活用し、正し
い情報で申請書を作成（前方連携）

•基幹システムとの連携により受付後の申請情報の
入力を自動化（後方連携）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓口の利用割合の増加
②対象帳票数の増加
③窓口支援システムの導入拠点の増加

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続き所要時間の削減
②区民満足度の向上



事業概要 【避難行動要支援者管理システム構築事業】

自治体名 東京都江戸川区 人口 690,501人 事業費 12,045千円

事業概要
災害発生時に避難行動要支援者の生命及び財産の安全を確保できるよう、 即時性かつ実効性のある避難支
援を実現するべく、災害対策基本法に規定されている「避難行動要支援者名簿」および「個別避難計画」を管理
するシステムを導入する。

具体
サービス

【避難行動要支援者管理システム】

（機能）
・避難行動要支援者名簿の管理
・個別避難計画の作成・管理
・ハザードマップとの連携
・各種帳票作成

（利点）
・避難行動要支援者の自動判定・自動更新
・支援者との自動紐づけ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①避難行動要支援者名簿情報更新回数
②名簿情報更新作業期間
③個別避難計画の策定が済んだ避難行動要支援
者の人数

【アウトカム指標（成果指標）】
①大規模災害時確実な避難支援実施のための避難行
動要支援者名簿の適正化（誤差率の縮小）
②作成された個別避難計画に対する満足度

福祉データ

住民基本台帳

支援記録

実態調査

統計・一覧

平
常
時

災害時安否確認
処理

避難支援プラン

民生委員等
調査情報

本人申請情報

避難行動
要支援者
名簿

災
害
時

自
動
判
定

マップ及び帳票出力
ハザードマップ連携



事業概要 【各種証明書の郵送請求における電子申請の導入事業】

自治体名 東京都江戸川区 人口 690,501人 事業費 22,014千円

事業概要
住民票･戸籍証明書等の郵送請求においては、定額小為替購入にかかる手数料の負担や交付するまで日数を
要している。これらの課題を解決するために、電子申請を可能とし、手数料等を電子決済とすることにより、郵送請
求に必要な「定額小為替」の購入手数料の負担削減、証明書の交付日数の短縮を図る。

具体
サービス

次の機能を有する電子申請システムを導入する。
（Graffer スマート申請を利用予定）
• オンライン申請
• 公的個人認証
• キャッシュレス決済

※電子申請化する証明書は、現在郵送請求できる
２４種類の証明書

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・電子申請対応のフォーム数
・電子申請の利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
・サービスの満足度
・申請から交付までの期間

① 電子申請システムから証明書を請求。キャッ
シュレス決済。マイナンバーカードによる本人確認。

② 証明書が自宅に郵送される。来庁不要。

証明書

① ②

自宅



事業概要 【障害者・高齢者が迷わないスマート窓口事業】

自治体名 東京都江戸川区 人口 690,710人 事業費 11,321千円

事業概要
デジタルデバイドの負担の大きい高齢者・障害者に対し効果的・効率的に負担軽減を図るため障害者・高齢者窓
口を総合窓口化するとともに、伴走事業者の支援を受けて各種ツール（Grafferスマート申請・Graffercall・
Graffer窓口予約等）を活用した来庁かつ来庁しても迷わないスマート窓口の実現を目指す。

具体
サービス

【Graffer手続きガイド】
• サービスにアクセスしやすいシステムの構築
• 高齢者・障害者が感覚的な操作で申請等
にたどり着けるよう工夫する

【Grafferスマート申請】
・ 高齢者・障害者が感覚的な操作で申請できるよう
支援するシステム
【GrafferCALL】
• AI等による自動応答化で、用件にすぐにたどりつ
けるサービスを確立する。

【Graffer窓口予約】
アプリによる簡単な予約システム構築することで、

来庁してスムーズに相談・申請等につなげる

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】

①電子申請数を30倍に増加させる。②電子申請率を50％まで引き上げる。

③デジタルサイネージ利用カウント2倍にする。④窓口予約数を4倍する。

⑤手続きガイド利用可数を4倍に。⑥udisuplay利用回数を10倍にする

⑦問い合わせ電話の減少数半減させる。⑧自動応答電話導入で電話時間を半減させる

【アウトカム指標（成果指標）】

①アウトリーチ型ケースワークに向ける。家庭訪問数を令和5年度比3倍に引き上げる。

②区民満足度調査の結果を70％に引き上げる

③待合時間、対応時間の令和5年度比10分削減



事業概要 【清掃車両を活用したＡＩ画像データの完全実用化事業】

自治体名 東京都江戸川区 人口 690,501人 事業費 25,717千円

事業概要
清掃車に搭載されたドライブレコーダーの映像からＡＩ技術を活用し、道路上における異常の検知を行う。道路陥
没の把握、道路わきにたまった落ち葉の状況と道路上の区画線のかすれなどを検出する機能について研究を行う。
上記の機能を整えたうえで、令和６年度から車載カメラを区役所の10台の車両に設置して実用化する。

具体
サービス

ドライブレコーダーの映像からＡＩが道路異常箇所を
検知するシステムである。また、データをリアルタイムで
収集・閲覧が可能なシステムである。車両の走行映
像・位置情報を可視化し、学習データの蓄積を実施
する。
【道路陥没検出システム】
• 道路上の陥没箇所を検出することにより、早急に
道路工事を手配し、区民は安全に走行できるよ
うになる。

【落ち葉検出システム】
• 道路上の落ち葉を検出し、早急に落ち葉を取り
除くことで区民の安全性を確保する。

【区画線検出システム】
• 区画線のかすれを検出することで、道路上の危
険箇所を察知し、安全に走行が可能となる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①道路陥没、落ち葉の堆積、区画線劣化の把握件
数

【アウトカム指標（成果指標）】
①「道路・歩道の整備」の満足度
②区民より寄せられる苦情件数



事業概要 【AI及びChatGPTを活用したウェブサイト内コンテンツの検索最適化事業】

自治体名 東京都江戸川区 人口 690,501人 事業費 8,900千円

事業概要

AI及びChatGPTを活用した検索エンジンを採用し、区公式ホームページのコンテンツから住民が探したい情報に簡
単にたどり着き、より分かりやすく説明できるよう機能を搭載する。
表示結果がAIによりチューニングされることで、住民の求める結果が上位に表示されることと、ChatGPTにより、コン
テンツの内容をより分かりやすい表現で案内できる。

具体
サービス

【コグモサーチ（検索エンジンサービス）】
• 区公式ホームページのサイト内検索サービス
住民が入力した条件に合った内容を、区公式
ホームページの全コンテンツから検索し、その結果
を一覧で表示する

【ChatGPT（生成AIサービス）】
• 検索エンジンサービスで得られた結果から、その概
要を簡易にまとめて文章を生成する。

上記エンジンを活用し、区公式ホームページだけでな
く、区の情報を掲載しているウェブサイトと横断し、住
民へのサービスを提供する。（拡張性がある事業とし
ていく）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サイト内検索利用回数
②区ウェブサイトアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度

検索結果
区役所へのアクセス 検索

JR新小岩駅からバスで１０分。車の場合駐
車場あり。
そのほか、船堀駅などからバスあり。
ChatGPTによって要約された内容が表示されています。

検索結果一覧 ●●件中●件を表示
区役所へのアクセス
・・・・・・・・・・・
https://・・・・・

交通アクセス
・・・・・・・・・・・
https://・・・・・

江戸川区ホームページ
・・・・・・・・・・・
https://・・・・・



事業概要 【地図情報の一般公開による住民サービス向上等】

自治体名 東京都八王子市 人口 560,971人 事業費 24,774千円

事業概要
公開型GISを導入することにより、今まで市役所まで来なければ得られなった道路、防災、都市計画等の情報がイ
ンターネットを介して得ることができ、利用者の利便性向上を図るものである。
窓口での対応者数が減るため、待ち時間の減少、業務の効率化を図ることができる。

具体
サービス

【公開型GISサービス】
• 開発許可及び盛土規制法許可の位置情報等
の公開

• 市道の路線表示と路線名、幅員、現況平面図
等の公開

• 都市計画情報、地区計画指定状況、生産緑
地指定情報等の公開

• 土砂災害警戒区域、浸水想定（予想）区域
情報等の公開

• オープンデータの配信により、地図情報を活用し
てもらい、地域活性化を支援する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開型GISの閲覧数
②検索できる地図情報の種類

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口への問い合わせ件数の減少
②地図情報の印刷依頼件数
③利用者へのアンケート結果

自治体

公開型
GIS

利用者

情報入力

各種情報クラウドサーバー

自治体職員

情報提供検索

各種端末

公開型GISサービスイメージ

・防災情報

・盛土規制

・道路情報

・都市計画
等



事業概要 【書かない窓口サービスの実現】

自治体名 東京都三鷹市 人口 190,071人 事業費 60,813千円

事業概要 窓口への来庁者が複数の申請書類に同じ内容を繰り返し書く手間が発生しているため、窓口業務支援システムを
活用し、記入の負担を軽減するとともに業務効率化も図る。

具体
サービス

【窓口業務支援システム】
・職員が来庁者に必要事項を聞き取りながらシステム
へ入力することで、必要な書類を出力することができ
る
・出力された申請書類の内容について来庁者の確認
を得たうえで、当該書類に署名してもらうことで申請
完了となる
・手続き受付時の手順や確認項目等を職員向けに
ナビゲーションする機能があり、受付業務の平準化を
図ることができる。
・窓口で入力した内容をデータとして生成し出力する
ことが可能で、RPAを活用した既存の住民情報シス
テムへの自動連携が期待できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①証明書発行業務における書かない窓口サービス利
用率の向上
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①来庁者の市役所滞在時間の削減
②来庁者の満足度向上
③

① 受付

② 出力③署名のみ

窓口業務支援システム

④RPAを活用した
データ連携

住民情報システム

⑤職員による審査

⑥出力

申請書

証明書等



事業概要 【AIを利用した電話応答自動化事業】

自治体名 東京都青梅市 人口 129,487人 事業費 4,042千円

事業概要

職員不足により、各部署とも配置職員が減っており、職員一人当たりで対応する市民の数が相対的に増加してい
る。これにより、窓口での市民の待ち時間が増えたり、問い合わせの電話が繋がらない状況となっている。
AIを活用した自動音声ガイダンスを導入し、一部の対応を自動化することで、職員は有人対応に注力できるように
なり、窓口での待ち時間減少や個別事情への対応を可能とすることを目的とする。

具体
サービス

【AI自動音声ガイダンス Graffer Call 自動応答】
• 専用番号を設け、その番号にかかってきた市民か
らの電話を自動で仕分け

• 音声案内で解決するものは自動で解決
• 職員の対応が必要な電話を選別して繋ぐ
• 市民ニーズに沿った対応を可能とする
• 自己解決できるものを事前仕分けすることで、会
話解決したい市民が職員につながりやすくなる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI自動音声ガイダンスの利用件数
②自動で案内できる手続き数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①閉庁時間に解決した問合せ数
②事業に対する評価アンケートの肯定的な評価結果
③



事業概要 【マイナンバーカードを利活用したデマンド相乗りタクシー運賃補助システム】

自治体名 東京都青梅市 人口 129,487人 事業費 15,048千円

事業概要

令和５年３月に青梅市地域公共交通計画を策定した。その目標として、公共交通の維持と運行サービスの改善、
デジタル化の活用による運行サービスの向上を掲げた。
その施策の一つとして、市では既存の公共交通の維持・確保、鉄道と路線バスのサービス圏外解消を目的に、「相
乗りデマンドタクシー」のサービスを導入することとした。本事業では、市民が効率良く利用できること、タクシー事業者
や市が効率良く処理できることを目的に、マイナンバーカードを用いたサービス展開を実装する。

具体
サービス

群馬県前橋市で運用されているマイナンバーカードを
利活用したマイタクサービスを活用した実装の取組

※マイタクサービス
事前に登録したマイナンバーカードを所有する市民が
タクシーを利用する際、専用端末にマイナンバーカード
をかざすと、規定の割引が受けられるようになるサービ
ス。複数人で乗車すると割引額が増えることから、デ
マンド相乗りタクシーサービスの一つでもある。

【マイナンバーカードを利活用したデマンド相乗りタク
シー運賃補助システム】
・利用登録システム(lgwan-asp)
・端末システム(スマートフォン端末アプリ)
・精算システム(パソコンアプリ)

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・システムの利用登録者数
・登録者１人あたりの利用回数

【アウトカム指標（成果指標）】
・タクシー実働率



事業概要 【窓口支援システム導入事業】

自治体名 東京都昭島市 人口 114,498人 事業費 20,593千円

事業概要
・待ち時間が長い、何枚もの申請書を書く必要がある、窓口がわからないなどの課題を解決するため、窓口のデジタ
ル化を行い、利便性の高い窓口サービスを提供する。
・デジタルが苦手な方も含め、窓口を利用する全ての方が「便利になった」と実感できる窓口を実現する。

具体
サービス

本業務で導入するシステムは、来庁した住民の行政
手続きをデジタル化し、「書かない」「待たない」「迷わ
ない」窓口案内を実現する。

【窓口支援システム】
窓口に来庁した住民の申請内容を職員が聞き取り、
端末に入力を行う。住民は申請内容確認と署名を
行うだけで申請が完了できる。
また、マイナンバーカードをOCR処理等で読み込むこと
で、基本情報の入力を不要とし、さらなる効率化が図
られるとともに、申請内容も既存住基システムへ自動
連携されるため、入力にかかる時間が省略され、住民
の待ち時間短縮につなげることができる。
なお、入力した申請データは関連主管課で活用でき、
異動に伴う関連主管課での申請手続きも簡素化で
きるほか、住民に対し、手続きが必要な窓口へ漏れ
なく案内することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①窓口支援システムの利用者数及び利用率
②窓口支援システムを利用して案内可能となる市民
 課以外の窓口数
③窓口支援システムを利用して市民課以外の関係
窓口へ案内した件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続きの簡略化
②手続き所要時間の短縮
③住民の窓口対応満足度



事業概要 【介護認定審査会デジタル化事業】

自治体名 東京都昭島市 人口 114,498人 事業費 11,180千円

事業概要
要介護認定の申請件数は増加の一途を辿っており、それに伴い認定期間（申請～認定までの期間）の長期化が大きな課題となっ
ていることから、市民が必要とする介護サービスをより迅速に安心して利用開始できる仕組みの構築が求められている。当市では介護
認定審査会において、ペーパーレス会議システムを導入することで、審査事務の効率化を図り、認定までの期間の大幅な短縮を実現
する。あわせて、申請件数の更なる増加への対応も視野に入れた持続可能な仕組みの構築を目指す。

具体
サービス

【ペーパーレス会議システム】
• ペーパーレス会議システムを導入し、PDF化した審査会資料（一
次判定資料、認定調査票 主治医意見書）を情報セキュリティが
確保されたシステム環境で共有を実現する。

• 上記のペーパーレス会議システムをすべての審査会委員が同一の環
境から審査会資料へのアクセスを可能とするため、審査会委員にタ
ブレット端末を貸与する。（事務局分を含め端末導入台数 38
台）

【全審査会のオンライン化】
• 現状のハイブリット型（参集orオンライン）審査会において、オンライ
ン参加するためには、個人が所有する端末及びネット環境に依存し
ているが、ネット環境を有するタブレットをすべての委員に貸与するこ
とで、参集が不要となる。

【本事業による効果】
• ペーパーレス会議システムを導入することで、紙資料印刷及び郵送
に要する日数の削減とともに情報セキュリティの強化が測れる。

• 審査会委員が市役所会議室まで参集する負担が無くなる。
• 操作性の高いペーパーレス会議システムを導入することで、資料の
事前確認において紙資料より効率化が図られる。

⇒ これらにより、申請～認定までの期間短縮を実現し、市民がより短
期間で安心して介護サービスの利用開始が可能となる。あわせて、
業務全体の見直しを図り効率化を実現することで、１回の審査会に
おける審査件数の増加も期待できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①介護認定審査会での平均審査件数
②審査会の所要時間及び審査会資料の準備時間
③審査会での紙使用枚数

【アウトカム指標（成果指標）】
①認定期間（申請～認定）の平均日数
②一次判定日～認定決定日の平均日数

認定結果通知

審査会資料準備（PDF）
（ペーパーレス会議シス

テムで共有）

審査結果入力

認定結果通知

実現後

審査会資料準備（紙）
（印刷・封入封緘・郵送）

審査会
（参集orオンライン）

審査結果入力

現状

審査会
（オンライン）

作業時間 80分
紙 295枚/1回

準備時間 30分

作業時間 30分
紙 0枚/1回

準備時間 5分

紙で審査会資
料を郵送する
場合、10日前

に郵送している
（中には直接届
けている場合も
ある）

審査会資料を
ペーパーレス
会議システム
でアップロード
する場合、資
料を7日前にア
ップロード

オンライン
参加

審査会委員
（医師、看護師等）

（職員）

資料をPDFで出力

（職員）

審査会資料を
ペーパーレス会議
システムで共有

委員へ貸与した
タブレットへ

審査会資料
介護認定審査会
（オンライン） 認定結果通知

＜イメージ図＞



事業概要 【図書館ＩＣタグシステム導入事業】

自治体名 東京都調布市 人口 238,829人 事業費 132,577千円

事業概要 図書館での資料貸出において，自動貸出機や予約棚によるセルフサービス化を進め，利用者のプライバシー保護
に配慮したより便利で快適に利用できる図書館サービスを提供する。

具体
サービス

【共通】
• 非接触で利用者のプライバシー保護を図る。
【自動貸出サービス】
• ＩＣタグ式自動貸出機の設置により，処理時
間を短縮する。

【予約本受取コーナー】
• 中央図書館が４，５階に入居する施設の１階
に設置する事で，予約本の受取のみであれば，
４，５階に上がらずに，１階でサービスが完結。

【自動返却サービス】
• 中央図書館においては，1階にあるブックポストに
自動返却機能を設置する事で，ブックポストへ
本を投入すると，仮返却状態になり，４，５階
の図書館に上がらずとも，１階の予約棚ですぐに
新しい本を借りる事が可能。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①自動貸出機導入館における貸出冊数
②予約本受取コーナーでの取り扱い冊数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①ＩＣタグシステム関連機器導入による満足度
②中央図書館における来館者数の増加
③

ＩＣタグの貼付・データエンコード

予約資料セルフ受取棚

セルフ貸出・返却

予約資料の受取は１階で完結
（４・５階の図書館へ来館不要）

←１階で完結

図書館



事業概要 【市民サービス向上と業務効率化の両立のための電話の自動音声案内・国保税試算
システム・申請書自動作成・「国保のてびき」の音声読み上げ及び多言語翻訳機能の導入】
自治体名 東京都調布市 人口 238,774人 事業費 10,245千円

事業概要

4つのDXメニューの導入により，市民からの問合せに24時間365日対応できる体制を整備するほか，窓口におけ
る来庁者の申請書記入の負担と窓口滞在時間を軽減する。また，音声読み上げや多言語翻訳によるユニバーサ
ルサービス導入により，文字を読むことが困難な方や外国人などにも等しく情報入手が可能となる。これらをもって，
市民サービスの向上と市民対応時間縮減による職員の業務改善のスパイラルを図るもの。

具体
サービス

【電話の自動音声案内】
・市民からの電話に対し，音声ガイダンスとプッシュダイヤルを使い，音声ガ
イダンスで完結または担当者へ転送する仕組み／・問い合わせ内容に応じ
たホームページのURLをSMSで送信・案内。マイナポータルを使用したぴった
りサービスや国保税計算システムに誘導／・専用回線による同時受電数増
加で電話のつながりにくさ回避／・24時間365日対応可能
【国保税試算システム】
・クラウドサービスを利用し，web上で24時間365日，市民自ら国保税額
の試算可能／・社保と国保の比較，国保加入を検討されている方などの
ニーズに対応しつつ，職員の負担軽減を実現
【申請書自動作成（作成支援）】
国保に係る申請において，本人確認資料であるマイナンバーカードや運転
免許証などをリーダーで読み込むことにより券面情報から申請書を自動作成
／残りの項目を補記することにより申請書が完成
【「国保のてびき」の音声読み上げ及び多言語翻訳機能】
・紙のパンフレットとして作成していた「国保のてびき」について，スマホアプリ
上で音声読み上げや多言語翻訳を可能とする 

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電話自動音声案内の利用件数
②国保税試算システムのアクセス件数
③申請書自動作成による受付件数
④音声読み上げ及び多言語翻訳機能利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓口受付件数の推移（減少しているか）
②手続所要時間の短縮
③電話問い合わせ件数の減少
④国保税試算システムの利用満足度
⑤音声読み上げ及び多言語翻訳機能の利用満足度

市民 電話の自動音声案内 市（保険
年金課）

自動音声電話サービス（音声ガイダンス）

電話転送ＳＭＳ

保険年金
課へ電話

市ホームページ確
認，オンライン申請，
税試算システムへ
誘導

固定電話

音声応答2

申請書自動作成

【業務改善スパイラル】
DXによる市民の利便性向上→職員の業務改善→より丁寧な市民対応構築

オンライン申請（ぴったりサービス）

国保税試算システム

申
請
完
了
！

申
請
書ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ運転免許証、

在留ｶｰﾄﾞなどをスキャン

来庁

国保の
てびき

配
布

ア
プ
リ

試
算
結
果

異動届

〇〇申請

申請内容を選択



事業概要 【デジタル技術を活用した簡単・便利な図書館構築事業】

自治体名 東京都町田市 人口 430,532人 事業費 47,361千円

事業概要
「行かないといけない」「手続きが煩わしい」「時間がない」などのハードルがあり、図書館を使いたくても使えなかった
市民に向けて、マイナンバーカードを活用したオンライン利用登録などのデジタルサービスの導入により簡単・便利な
図書館を構築することで、新規利用につなげ読書の楽しみの提供による、充実した暮らしを実現させる。

具体
サービス

【マイナンバーカードを活用したオンライン利用登録
サービス】
• 非来館で利用登録が完了。すぐに、本の予約、
電子書籍サービスの利用が可能

【スマホでの図書館利用券の表示機能】
• 利用券を持ってこなくても、自分のスマホに利用
券を表示させることで、セルフ貸出機が利用可能

【予約本セルフ受取棚の新設】
• 図書館カウンターに並ぶことなく、予約本を受け取
れる棚を、既存の3館のほかに1館に新設。

【移動図書館でのリアルタイム利用状況確認機能】
• 図書館システムから切離されている移動図書館
でリアルタイムでの貸出返却状況の確認を可能に。

【地域資料のデジタル化】
• 紙ベースの地域資料をデジタル化により、いつでも
どこでも利用可能にする

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン利用登録者数
②予約本セルフ受取棚新設による予約冊数の対前年増加数
③移動図書館における貸出冊数の対前年増加数
④デジタル地域資料の閲覧件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①年間貸出冊数
②図書館利用者総合満足度
③生きがいや充足感を感じている市民の割合

自宅や外出先からオンラインで図書館利用登録自宅 マイナンバーカード

電子書籍の利用

WEBからの本の予約

予約本受渡場所
（予約本の受け取り）

図書館に行く移動図書館

窓口での利用登録
マイナンバーカード

セルフ貸出機
スマホで利用券利用券

デジタル地域資料一般コンテンツ

リアルタイム更新

予約本セルフ受取棚
地域館1館に新設

【POINT】時間や場所を問わず便利!!

【POINT】
オンライン登録なら図書館に行かず受取れる!!

【POINT】利用券を持ってなくていい!!
【POINT】

人を介さず待たずに受け取れる!!

■図書館の利用登録を初めてする場合

【POINT】利用状況の確認が便利に!!

【POINT】来館せずすぐ利用可能!!

【POINT】
貴重資料をネットで閲覧!!



事業概要 【AIを活用したイベント広報事業】

自治体名 東京都町田市 人口 430,532人 事業費 15,583千円

事業概要

町田市には、市や関連団体、市民などが開催する多くのイベントがあり、実施主体ごとにホームページやSNS等で
発信しています。しかし、参加する市民の視点に立つと、実施日や場所などで絞りこみ一覧で確認することができず、
また、概要を知らないと検索で探すことができない等の課題があります。この課題を解決するために、市内のイベント
をAIが自動で集約するシステムを市のホームページに実装し、恒常的な閲覧者の増加をもってホームページの強化
を目指します。

具体
サービス

【AIイベント情報集約サービス「infoMotion」】
・市内で開催されるイベント情報をAIで自動的に収
集します。
・収集したイベント情報について、利用者（市民）は
場所や日時を指定して検索ができます。その検索で
きる情報については、市役所のイベント以外も含むこ
とができます。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①イベント紹介ページのアクセス数

【アウトカム指標（成果指標）】
①「町田市 イベント」で検索した際の表示順位
②イベント紹介ページの満足度



自治体名 東京都町田市 人口 430,532人 事業費 24,354千円

事業概要

行政手続における市民の利便性向上を図るため、行政手続のオンライン化を進め、スマートフォン等から、いつでも、
どこでも、簡単に、手続を行うことができる状況をめざす。
また、オンライン手続を前提とした業務プロセスへの転換やRPAの活用等に取組み、申請から手続の完了までを迅
速化し、市民の満足度の更なる向上を図る。
これらの取組みにより、申請から通知までの一連のプロセスのデジタル化を進め、行政手続のフルデジタル化をめざす。

具体
サービス

【行政手続のオンライン化】
・手続作成を外部委託する等により、LINEやグラ
ファーなどを活用したオンライン行政手続を拡充し、市
民の利便性向上を図る。
・⾏政⼿続フルデジタル化の推進のため、RPA等によ
る効率化など、業務プロセスの⾒直し（BPR）を⾏
い、申請から手続の完了までの時間短縮を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①行政手続のオンライン化割合
➁オンライン行政手続の利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①オンライン行政手続の満足度（市民側）
②行政手続に要する時間の削減効果時間（市民側）
③行政手続に要する時間の削減効果時間（職員側）

事業概要 【行政手続デジタル化推進事業】

市民

町田市

オンライン申請
・いつでもどこからでも手続可能
・移動時間や待ち時間の節約

・オンライン手続の拡充
・内部手続の効率化
・申請から手続の完了までの時間短縮



事業概要 【日野市電子図書館サービス】

自治体名 東京都日野市 人口 187,486人 事業費 18,290千円

事業概要
市立図書館において新たに、児童・生徒や図書館への来館が難しい利用者（働き世代や身体が不自由な方な
ど）向けに電子書籍を導入・提供することで、利用者が本や情報と出あい、発見する環境や機会を創出・拡充す
る。

具体
サービス

【日野市電子図書館】
（児童・生徒向け）
• 児童・生徒向けの電子書籍を導入・提供
• 読み放題（アクセス数に制限されない）コンテンツ
の導入により、児童・生徒の「今読みたい」気持ち
に応える

• 市内に通う全児童・生徒に対し、利用者IDを交
付

• GIGAスクール構想にて整備された一人1台の学
習者用端末を利用して、インターネット上の「日野
市電子図書館」を楽しめる環境を整備

（一般向け）
• 図書館に来館しにくい世代・利用者向けに電子書
籍を導入・提供

• 非来館での本人確認により来館せずとも電子書籍
を利用できる環境を整備

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子書籍の貸出・閲覧回数
②電子図書館の新規利用（登録者）数

【アウトカム指標（成果指標）】
①1か月の間に本を読まなかった児童・生徒の割合（不
読率）
②市民一人あたりのサービス効果



事業概要 【窓口手続きスマート化推進事業】

自治体名 東京都日野市 人口 187,486人 事業費 23,425千円

事業概要

ライフイベント等における煩雑な手順等をわかりやすく誘導するオンライン案内サービスと、転入転出等に係る窓口
手続きの電子申請サービスを導入することで、行かなくてすむ窓口を実現し住民の負担軽減を図る。
あわせて、来庁目的ごとにWebで来庁予約ができる窓口案内システムを導入することで、待たない・並ばない窓
口を実現し、窓口の混雑緩和及び職員の業務負担軽減、効率的な行政サービスの提供を図る。

具体
サービス

【行政手続きオンライン案内サービス】
•市民がスマートフォンやパソコンから、目的の行政手
続きについて、その内容や担当窓口、持ち物などを
事前に洗い出せるサービス。

• このサービスを事前に利用することで、来庁時の持
ち物に不足がなくなり、忘れ物による再度の来庁の
手間を防ぐことができる。

•担当窓口を事前に知ることができることで、来庁後
に迷うことなく目的の部署に到達できる。

【電子申請サービス】
• オンライン申請
•公的個人認証
• キャッシュレス決済
【窓口案内システム】
• Webから来庁予約
•複数発券機能
• マルチリンガル機能（7か国語対応）

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①オンライン案内システムへのアクセス件数
②電子申請による申請件数
③事前Web予約件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①満足度３以上の評価の率
②電子申請サービスの満足度
③手続きの平均待ち時間

市民

電子申請サービス

行政手続きオンライン案内サービス

窓口案内システム

市役所

予約

来庁

来庁

申請・認証・決済
受付

証明書発送

持ち物・窓口を事前に確認



事業概要 【施設予約・リモートロックサービス事業】

自治体名 東京都東村山市 人口 151,697人 事業費 101,363千円

事業概要

公共施設の利用にあたっては、現金の授受や鍵の管理の煩雑さ等、市民の利便性や職員の管理の両面で課題
がある。一連の手続きがオンラインで一気通貫で可能な施設予約システムとリモートロックサービスを一体的に導入
することで、施設予約、施設実績報告、施設利用料支払い（決済）、利用者の利便性やユーザー体験の向上、
効率的な管理運営などを実現し、市民が快適に利用することができる持続可能な施設サービスの提供につなげる。

具体
サービス

【施設予約サービス】
• 公共施設の予約に適した機能（料⾦の減免、
利⽤者種別による複数の予約開始⽇、代理予
約）やリモートロックとの連動機能などを搭載した
施設予約システムにより、効率的・効果的な施
設貸し出しを実現する。

【リモートロックサービス】
• 鍵発行、入室制限、履歴管理、施設予約シス
テムとの連動などの機能を備えた、施錠管理シス
テムにより、効率的・効果的な施錠管理を実現
する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設予約サービスの登録者数
②施設予約サービスの利用件数
③リモートロックサービスの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設予約サービスの満足度
②リモートロックサービスの満足度



事業概要 【新庁舎移転に伴う申請支援サービス整備事業】

自治体名 東京都国分寺市 人口 128,724人 事業費 45,772千円

事業概要

令和7年1月から新庁舎に移転するにあたり，窓口での申請等について書かない窓口，ワンスオンリーを実現する
ため，システムを整備する。当市では 窓口混雑緩和という課題があり，もっとも時間を要する業務は住民票異動
業務となっている。特に転入手続の効率化が喫緊の課題であり，解決のため申請支援システムを導入し窓口にお
ける提出書類の記載等を省略し住民異動業務の効率化を図り窓口全体の混雑緩和を目指す。

具体
サービス

【書かない窓⼝システム導⼊】
■転居，転出は住⺠情報データを活⽤し，転⼊は
マイナンバーカードや転出証明書のOCR処理データを
活用して住⺠異動届を作成します。
引越しOSSや特例転入では，転出証明確認書を
活用する。
■児童手当や国民健康保険など住民異動に関連
する⼿続は，書かない窓口のデータを活用して申請
書等を作成する。
 ■「RPA」を活⽤して異動届データを住⺠記録シス
テムに⾃動⼊⼒し,業務効率化や入力誤りなどの⼈
為的ミス削減を図る。
■作成した届出書や申請書，来庁時の持参物をイ
メージデータとして保存することでペーパレス化を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓⼝システムの利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①繁忙期の最大待ち人数
②転入手続の所要時間の短縮



自治体名 東京都国立市 人口 75,905人 事業費 38,144千円

事業概要

市が所有するデータを、公開型GISにより、地図と紐づく分かりやすい情報として誰もが自由に入手できる環境を提
供し「市民サービス向上」を図るとともに、市民との情報量を均一化し、同じ情報を基に、まちづくりの推進、様々な
課題解決を共に行う体制を構築する。さらに、統合型GISにより庁内の情報を一元管理することで、複雑かつ高度
化していく行政課題に対し、横断的な解決、政策立案できる体制を構築し「行政サービスの高度化」を目指す。

具体
サービス

【公開型GISサービス】
•道路、都市計画及び農業関連情報等をはじめと
する行政情報を、地図として分かりやすく表示する。
(モデル仕様書に準拠したシステムを構築)

•PC及びスマートフォン等から閲覧でき、誰もが簡単
に自由に情報を入手できるだけでなく、多様なシー
ンにおける行政情報の利活用を促進する。

【統合型GISシステム】
•既存道路データ、都市計画データ及び農業関連
情報のデジタル化を図り、庁内で共有可能な情報
の流通基盤となる統合型GISを構築する。

•庁内の情報を一元管理することで、担当をまたがる
問合せ等に、迅速かつ適切な市民対応を実現す
るとともに、様々な行政課題に対し、横断的な政
策検討、課題解決を図る体制を構築し、高度な
行政サービスの提供を実現する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①GISに搭載したマップ数
②公開型GISのアクセス数

【アウトカム指標（成果指標）】
①公開型GISの利用者満足度（利用者アンケート）
②地図情報に係る窓口等対応件数

事業概要 【統合型・公開型GIS整備事業】

現状の課題

来庁の必要性部門ごとの地図管理

＜市民の声＞
・市との情報共有不足
・市から情報提供に対して
低い満足度

Etc…

窓口対応
時間の短縮

地図情報の
迅速な取得

市民・事業者国立市



事業概要 【AIを活用した相談窓口事業】

自治体名 東京都福生市 人口 56,484人 事業費 15,322千円

事業概要
市民との相談業務において、AIを活用した音声即時文字起こしシステムを導入することで、相談内容の可視化を
行い緊急性の高い相談内容の即時対応へとつなげる。また、システムの自動ガイダンス機能を利用し相談業務の
質の平準化を図ることで市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

AI相談パートナー
・音声認識やデータ分析技術等のAI活用
【自動ガイダンス機能】
録音認識した単語を拾いリアルタイムで分析し、事前
登録したサービス・制度・資源・マニュアル・過去事例
等の情報を表示させ、相談員をサポート。
相談員の職務経験年数を問わず相談内容の平準化
・適切な助言を行う。
・適格なサービスや制度を案内することが出来る。

【音声リアルタイムテキスト化】
相談相手に録音の了承を得たうえで相談内容の録
音を行い、音声をそのままテキスト化を行うことでサー
ビス向上を図ります。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①サービスを利用した相談件数の増加
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①相談件数の増加
②相談の文字起こしに係る所要時間の短縮
③「子育ての環境や支援体制 」アンケート満足度

採択された場合の公表資料となる前提で
左記のサービス内容を、イラストや画像、
ポンチ絵を活用して記載してください

（レイアウト任意）



事業概要 【自治体窓口DXSaaSを活用した書かない窓口導入事業】

自治体名 東京都東大和市 人口 85,128人 事業費 41,505千円

事業概要

現在、市役所における窓口対応はすべて書面による手続となっており、特に複数の窓口において手続をする必要が
ある場合、申請書等の書類への記載や手続に要する時間が負担となっている。
転入・転居・出生に当たって市役所窓口に来庁した市民が、市民課の手続や他課の関連する手続の申請書等に
手書きをする必要がなく、職員からの聞き取りと署名のみで手続が完了できるようにして市民サービスの向上を図る。

具体
サービス

書かない窓口システムとして、自治体窓口DXSaaS
を導入する。

①転入・転居・出生の手続に来庁した市民から市民
課の職員がシステムのガイダンス機能を使って聞取
りを行う。市民は署名と本人確認書類の提示をす
る。

②関連する手続が必要な市民が案内用紙を持って
関連課に行く。
③関連課の職員が案内用紙のQRコードを読み込む。
④③で読み込んだデータをRPAで基幹システムに自
動入力することで、関連する課の手続は完結する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①書かない窓口の実施窓口数
②書かない窓口の対象手続数
③書かない窓口の利用件数（年間）

【アウトカム指標（成果指標）】
①市民意識調査における「デジタル手続の市民の満足
度」

マイナンバーカードなどの本人
確認書類をご提出ください

申請書 に
署名をお願
いします

申請書等に住所・氏
名等が印字されます。
手書きする部分が省略
され、市民の負担が軽
減されます。



事業概要 【図書館システムのＩＣＴ化推進】

自治体名 東京都東大和市 人口 85,128人 事業費 10,494千円

事業概要
図書館サービスの利便性向上を図るため、ＬＩＮＥ連携、スマート利用者券、セルフ貸出機など、ＩＣＴを活
用したサービスを提供する。また、セキュリティ対策として、多要素認証や、不可逆暗号化等により、よりセキュリティ
の高いシステムを構築する。

具体
サービス

・LINE連携により、スマートフォン等から、資料の検
索・予約連絡・チャットボットによる図書館サー
ビス案内等が利用できる。

・ICT化推進により、従来の図書館利用カードのほか、
スマートフォン・マイナンバーカード等でも貸出ができ
る機能を付与する。

・カウンターに来なくても、自分で貸出処理ができる
セルフ貸出機を導入する。

・セキュリティ対策として、多要素認証や、不可逆暗
号化を導入する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
・セルフ貸出機の利用率
・マイナンバーカードを活用した図書館利用カードの登
録者数
・LINEによる図書館サービスの利用者数

【アウトカム指標（成果指標）】
・図書館サービスの利用者満足度
・図書館利用の新規登録者数

スマートフォン画面による
図書館利用カードの表
示

セルフ貸出機



事業概要 【議会会議録検索システム事業】

自治体名 東京都東大和市 人口 85,128人 事業費 3,013千円

事業概要 議会の円滑な運営と地方自治の進展を図るため、インターネットにより、定例会・臨時会、委員会の会議録を簡
単に検索できるシステムを構築する。

具体
サービス

【会議録検索システム】
・ 会議録をキーワード、関連語、発言者、会議名、
年度指定などの検索を可能とする。
・ 会議録の閲覧と検索が、システムサーバー上で、
データをダウンロードせずに可能となる。
・ 会議録の閲覧と検索は、パソコン、スマートフォン、
タブレット端末を通じれば誰でも可能になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①会議録検索システムの掲載会議数

【アウトカム指標（成果指標）】
①会議録検索システムの延べアクセス数

会議録検索システムサーバ

インターネット

パソコン
スマート
フォン

タブレット



事業概要 【休日急患診療所オンライン資格確認及びオンライン請求システムの導入事業】

自治体名 東京都東大和市 人口 85,128人 事業費 2,321千円

事業概要

休日急患診療所におけるオンライン請求については、省令の特例規定に基づき紙レセプトによる請求事務を行って
おり、それにより、「保険医療機関及び保険医療養担当規則」適用外のためオンライン資格確認も同様に実施し
ていない。2024年10月より保険証の廃止が予定されており、マイナンバーカードの健康保険証の利用による受診
を可能にし、市民が安心して暮らせるよう、地域医療体制を整備する。

具体
サービス

【休日急患診療所オンライン資格確認及びオンライ
ン請求システムの導入】
市では、休日の急患に対応するため、休日急患診
療所を運営している。
休日急患診療所にオンライオン資格確認及びオン
ライン請求システムを導入してマイナンバーカードの健
康保険証での受診を可能とする。
専用の機器及び回線の導入・設定を行い、マイナ
ンバーカードの健康保険証による受診受付及び医療
費の会計事務を迅速、かつ、正確に行い、利用者の
利便性の向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①マイナンバーカードの健康保険証の利用周知回数
②マイナンバーカードの健康保険証の利用による受
診者数

【アウトカム指標（成果指標）】
①休日急患診療所における手続時間

現行

導入後

保険証を窓口で提示して資格確認を行う。

保険証忘れの場合、10割の窓口負担・・

紙レセプトによる手書きのため、
待ち時間も長くなる・・

顔認証付き
カードリーダー

資格確認
端末

レセプト
コンピューター

資格確認とレセプトコンピューターが繋がることで
診察、会計の待ち時間が短縮される。請求間違い
がなくなる。

保険証による確認、紙レセプトによる手書きのた
め、診察、会計の待ち時間が長い・・・

診察、会計

オンラインに
よるレセプトの

請求



事業概要 【粗大ごみインターネット受付システム等の導入事業】

自治体名 東京都東大和市 人口 85,128人 事業費 572千円

事業概要
インターネットでの粗大ごみの受付システムを導入して、市民の利便性の向上を図る。
また、システムの機能を活用し、出し忘れや品目間違い等の発生件数を抑制し、効率的な収集につなげる。
さらに、コミュニケーションアプリ（LINE）にポータルサイトを構築し、市民の利便性の向上を図る。

具体
サービス

① インターネット上で、申込者は排出品目と数量、
排出場所を入力すると、受付可能日が選択でき、
申込ができる。
② 申込み後、仮受付のメールが申込者に自動
送信される。
③ 市は、インターネットによる申込内容に不備等
がないかを確認し、確定処理する。確定処理後、
本受付のメールが申込者に自動送信される。
④ 申込者は、受付状況がインターネット上で確認で
き、リマインドメールも送信される。
⑤ 受付システムを活用して、市では、排出品目や
数量の統計を取ることができる。
⑥ LINEにポータルサイトを構築し、受付システムへ
アクセスし易い仕組みとする。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①粗大ごみの受付のうちインターネット受付件数の
 割合

【アウトカム指標（成果指標）】
①利用者アンケートによる満足度
➁粗大ごみ受付の電話件数



事業概要 【スマートロック機能等に対応した統合型施設予約システム導入事業】

自治体名 東京都清瀬市 人口 74,583人 事業費 47,341千円

事業概要

現在、市では公共施設の予約システムを導入しているが、令和6年度にリプレイスを予定している。一方、学校施
設予約については、令和6年度にオンライン上での予約申請化を検討している。それぞれ個別にシステムを導入する
のは、利用者※に混乱を与えることにつながるため、両施設のオンライン申請可能な統合型のシステムを導入し、更
にスマートロック及びキャッシュレス決済機能に対応することで、利用者の利便性を高める。

※利用者・・・清瀬市民、施設利用者登録をしている市外の住民等

22具体
サービス

【統合型施設予約システムの導入】
利用者は統合型のシステムを利用することで、公共
施設、学校施設、いずれも同じ画面から施設の空き
状況を確認し、使用したい時に予約ができる。
また、職員も事務処理の煩雑さが軽減される。
【スマートロックシステムとの連携】
学校施設などの出入口にスマートロックを設置するこ
とで、使用許可を受けた利用者のみが施設の利用を
可能とする。利用者は予め指定された暗証番号で入
室し、退室時は施錠ボタンを押すことで貸し出しを完
了する。これにより人的な負担なく施錠管理ができる。
【キャッシュレス決済機能】
キャッシュレス決済を導入することで、利用者は窓口
へ行く必要が無くなり、負担軽減となる。また職員も
入金処理等の負担が軽減される。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設予約件数
②スマートロックの利用件数
③キャッシュレス決済の利用件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①施設予約システムの満足度、②スマートロックの満足度
③キャッシュレス決済の満足度、④業務負担軽減による事務の効
率化



事業概要 【LINEを活用したオンライン市役所導入事業】

自治体名 東京都東久留米市 人口 116,583人 事業費 16,261千円

事業概要

これまでも各種ツールを活用し、行政手続のオンライン化を実施してきたが、申請ツールが複数あり、市民にとっては、
どこからアクセスすればいいのか分からない状況にある。また、市民の大部分が利用し、生活環境のインフラとなりつつ
ある「LINE」を活用できていなかったため、市公式LINEが子育て世帯のプラットフォームとなり、スマホ一台で多くの
手続きができるオンライン市役所を実現させる。

具体
サービス

【GovTech Express】
• 小・中学校、学童保育所の欠席連絡
• 学校や学童保育所から保護者へのデジタル連絡
（お便り等のデジタル化）

• 学童保育所の登降所チェック連絡
• 多彩な受信設定機能の搭載
• 既存オンラインシステム（手続き）へ誘導

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市公式LINEアカウントの友だち登録者数
②小・中学校及び学童保育所への欠席連絡数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①サービスの満足度
②
③



事業概要 【避難行動要支援者避難支援事業】

自治体名 東京都東久留米市 人口 116,583人 事業費 24,833千円

事業概要
本事業は、今後起こりうる災害の発生時に一人でも多くの避難行動要支援者の生命と身体を守るため、災害時
の避難支援等をより実効性のあるものとするべく、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を管理・運用する、
「避難行動要支援者システム」を構築する。

具体
サービス

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①個別避難計画の策定が済んだ避難行動要支援者の人数
②避難行動要支援者名簿のデータ更新頻度避難行動要支援者名簿
のデータ更新頻度
③避難支援等関係者による避難行動支援に関する防災訓練の実施数

【アウトカム指標（成果指標）】
①災害発生時に安全な場所に避難できると思う市民の割合
②避難行動要支援者名簿の外部提供同意率
③避難支援等関係者による避難行動支援に関する防災訓練参
加者の満足度

①避難行動要支援者に関する情報を把握

②避難行動要支援者ひとりひとりの状況に合わせた支援

・避難行動要支援者名簿をシステムにより一元的に管理
・名簿情報については、システムによる正確な管理を実現

・個別避難計画をシステムにより一元的に管理
・個別避難計画（様式）に対応した入力画面により作成を支援

③発災時の迅速な安否確認・情報共有
・避難行動要支援者の迅速な安否確認を実施

・避難行動要支援者名簿の作成管理
・個別避難計画の作成管理

・迅速な情報共有

・実効性のある避難支援等に人的資源をシフトすることで、災害時に市民がより実効性のある支援を享受できるようになる

平時

発災時



事業概要 【多摩市公園台帳の公開型GIS化事業】

自治体名 東京都多摩市 人口 147,849人 事業費 60,124千円

事業概要

本事業は、現在紙で管理している公園台帳を統合型GISにより電子化・公開することで、地理的なデータを視覚
化し、市民が地域情報にアクセスしやすくなることを目的とする。具体的には、WEB上の地図で公園の位置や公園
内の施設・特徴を簡単に閲覧できるようし、市民の身近な公園の活用を促進、窓口での各種手続きに際しての所
要時間を削減する。また、既にGIS情報を公開している防災情報などと関連して公園情報を閲覧できるようにする。

具体
サービス

【公開型GISサービス】
• WEBの地図上で公園の情報を取得できる
• 公園の特徴を閲覧可能
• 公園施設の情報の閲覧可能
• 防災情報などと連携して閲覧が可能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 公開型GISアクセス数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①公園に関する問合せ件数
②GISサービスの満足度
③

公園

データの
収集

GISの

構築

公開型GIS
の

運用



事業概要 【電子契約サービス導入事業】

自治体名 東京都多摩市 人口 147,849人 事業費 544千円

事業概要 事業者が来庁することなく、事業者のパソコン等から契約手続きが可能となる「電子契約サービス」を導入することに
より、契約書の郵送、持参、収入印紙の添付をなくすことで、事業者のサービス向上を図る。

具体
サービス

【電子契約サービス】
• 契約書の作成
• 契約書の送受信
• 電子署名
• 電子保管

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①電子契約サービスを使用した契約件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①手続所要時間の短縮
②契約業務にかかる金銭的コストの削減
③



事業概要 【介護認定審査業務のデジタル化事業】

自治体名 東京都多摩市 人口 147,849人 事業費 43,479千円

事業概要

介護認定審査業務について、現在は紙媒体での対面式の認定調査、集合形式での介護認定審査会を行ってお
り、申請を受けてから実際に介護サービスを提供するまでに時間を要している。本事業は、認定調査業務のＤＸ
を推進し、介護認定の迅速化・適正化を図り、介護サービス提供までの期間を短縮することにより、住民サービス
の向上、介護予防、重度化防⽌に資する。

具体
サービス

■要介護認定支援アプリの導入
○業務効率と品質向上
タブレット端末を利用して、自動作成音声入力
機能等による調査票作成時間の短縮と手戻りを
削減。
またシステム化により、職員ごとに⽣じる判断基
準のばらつきを取り除き、介護認定基準の公平性
担保が期待できる。

■リモート審査会サービス
〇リモート審査会サービス
認定審査会をリモートで開催することで、業務の
効率化と手間の軽減により、住民へ審査結果通
知までの期間を短縮できる。
またリモート審査会の導入により、ペーパレス化を
実現でき、経費削減、地球温暖化対策になる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①要介護認定支援アプリによる調査件数
②認定調査員の1日当たりの調査票作成件数
③認定審査会1回あたり審査件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①要介護認定申請から要介護認定までの所要⽇数
②審査会委員の満足度
③



自治体名 東京都羽村市 人口 54,497人 事業費 87,296千円

事業概要

将来の羽村市を担う子供たちの「生きる力」の育成に向け、家庭・地域・学校の全ての大人が協働できる体制づくり
を強化するため、保護者・地域住民、学校の相互連絡システムを活用した双方向コミュニケーションのデジタル化を
促進するととともに、校務系及び学習系データの連携及び一体管理を進め、教育情報を円滑に共有・連携できる
仕組みにより、個別最適な学びの提供を実現する。

具体
サービス

【はむら版教育DXプラットフォーム】
保護者・地域住民、学校の相互連絡システム
• 24時間、⽋席連絡をWebシステムで⾃動受付
• 学校だよりや個別連絡をWebシステムで対応し、
連絡の確実化、迅速化を実現

• ⾏事予定がいつでも、どこでも確認可能で、急な
変更の迅速な反映・通知も可能に

校務系データと学習系データの連携・一体管理
• 児童生徒の出欠・成績等の情報と学習履歴の
分析、活用（見える化）が可能に

• 経年分析ができ、小・中学校の連携がスムーズに

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① 保護者・地域住民、学校の相互連絡システム

 の活用学級数
② 校務支援システムを活用した生徒との面談回数

【アウトカム指標（成果指標）】
① 教育活動の公開に対する保護者の肯定的評価
② 確かな学力の定着に対する保護者の肯定的評価
③ 生徒の学級満足度

事業概要 【家庭・地域・学校が一体となった地域協働による子供の育成のための  
教育DXの導入】

連携
協働

地域

校務系データと学習系データの連携・一体管理学校

保護者 児童・生徒

校務系データ 学習系データ
（学習eポータル、AIドリル等）

保護者・地域、学校の相互連絡
システム 学校

連携
協働

支援 支援

個別最適な学びの提供・選択

双方向のコミュニケーション・情報公開

はむら版教育DXプラットフォーム



事業概要 【指導者用デジタル教科書の整備】

自治体名 東京都西東京市 人口 206,128人 事業費 29,598千円

事業概要 指導者用デジタル教科書導入による学習理解度及び成績の向上

具体
サービス

指導者用デジタル教科書の導入によって授業の
ICT化促進を図り、学習理解度を向上させることを
目的とする。
紙の指導書にはない音声教材や動画教材等のコ
ンテンツを授業に活用することで、児童の学習理解
度を高めて成績向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①指導者用デジタル教科書利用校数
②指導者用デジタル教科書利用学年数

【アウトカム指標（成果指標）】
①指導者用デジタル教科書活用による理解度向上
②指導者用デジタル教科書活用による成績向上
③指導者用デジタル教科書活用による児童の満足度向
上

学習者

指導者用
デジタル
教科書

指導者

指導

指導者用デジタル教科書を活用し、
学習者に視覚的・聴覚的に提示
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